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労働力不足社会vol.3「リスキリング先進国 そのビジョ

ンと現在地」（8月発行号）では、“先進国”として、シンガポー

ルとドイツを取材しました。私たちが得た多くの学びのな

かでも、特に印象的だったことは下記の通りです。

•デジタルやグリーンなど、未来の国のあるべき姿・目指す

姿が明確であること

•それに基づき、国を挙げて職業資格やスキルの標準化に

取り組んでいること

•それらを政府・企業・労働組合・教育プロバイダなどさま

ざまなステークホルダーが共有し、連携して、働く人々全

員のリスキリングやアップスキリングを支援していること

•仕組みや仕掛けを作ることだけにとどまらず、謙虚に、

盛大に、働く人々や企業にプロモーションし、周知に努

めていること

•企業では内部人材育成にあらためて力を入れ、年齢や階

層を特定することなく、意欲のある人々のリスキリングや

アップスキリングを支援していること

 「シンガポールは国の規模が小さいから」「ドイツは徒弟制

度がもともとあるから」といった理由ではなく、上記のような

さまざまな要因があって、誰もが誰かの支援を受けてリスキ

リングできる可能性を持つ“先進国”たり得ているのです。

　翻って日本はどうでしょうか。岸田政権が「人への投資」

の抜本的な強化を打ち出して以降、リスキリングという言

葉を見聞きしない日はないほどです。リスキリングの重要

性に国が気づき、企業でもそれに呼応するようにさまざま

な施策を打ち出しています。しかし、実際には多くの人が

リスキリングに対してもやもやした感覚を抱いています。

この現状をリクルートワークス研究所主任研究員・大嶋寧

子は、「リスキリング迷子」と看破します。詳細は21ペー

ジに譲りますが、個人主導の学び直しとは何が違うのか、

というところに迷子を生み出す問題があるといいます。

　本特集では、日本政府の「人への投資」がどのような

施策に落とし込まれているのか、その現在地を知ったう

えで、先の“先進国”での学びと照らし合わせながら、日

本でリスキリングを本格的に進めていくための課題と、

それを乗りこえていく方法を模索します。一方で、日本

企業やさまざまなステークホルダーによる連携プログラ

ムのなかには、“先進国”で見てきたような熱と力のこもっ

た事例があることもわかりました。

　この「迷子」多きニッポンの現状から、1日でも早く脱

却するために、多くの人の知恵を借りながら道を模索し

ていきます。 本誌編集／入倉由理子

リスキリング迷子
ニッポン

［特集］

Illustration=キタハラケンタ

「人への投資」、我が国のビジョンと現在地は



Works No.180 Oct-Nov 2023 5



6

日本のリスキリングは
どこまで進んでいるのか
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材開発政策担当参事官の松瀬貴裕氏は説明する。

　主な施策は、右ページ図の通りだ。1つ目が企業

向けの助成金としての「人材開発支援助成金」。従

来あるコースに加え、2022年4月に「人への投資

促進コース」、同年12月には「事業展開等リスキリ

ング支援コース」を創設。近年増えているサブスク

リプション型のサービスを助成対象とする「定額制

訓練」は、国民の声を取り入れた一例だという。

　生産性向上人材育成支援センターは高齢・障害・

求職者雇用支援機構が運営する全国87カ所のポリ

テクセンター・ポリテクカレッジなどに設置され、

中小企業を中心に事業主の人材育成に関する相談

から育成プランの提案、職業訓練の実施までを一

貫して行っており、2022年からDX関連の支援を

拡充している。

 「『人への投資』の抜本的強化」は、岸田政権が打

ち出した主要政策の分配戦略のなかに位置づけら

れている。付加価値の源泉を創意工夫や新しいア

イデアを生み出す「人」とし、リスキリング支援

など人の能力向上支援や労働移動の円滑化によっ

て企業の成長や賃上げを実現しようとするものだ。

厚労省は、社会の変化に合わせて支援を拡充・強

化することで、この政策に呼応しようとしている。

 「2021年に、『3年で4000億円の人への投資施策

パッケージを実施する』と岸田政権が明言しまし

た（2022年に「5年で1兆円」と拡充）。これを受

けて、2021年10月から2022年1月、内閣官房の

Webサイトで国民に、どのような投資が必要かア

イデアを広く募り、それを反映する形で2022年か

ら多くの施策が走り出しています」と、厚労省人

リスキリングによってどんな国を目指し、
どんな人材を増やそうとしているのか。
そのための制度や施策のメニューの内容は何か。
岸田首相が「5年で1兆円」の支援を打ち出しても、
その具体策はなかなか伝わってこない。
まずは、国が進めようとしているリスキリング政策について、
関係する省庁・機関である厚生労働省（以下、厚労省）、
経済産業省（以下、経産省）、情報処理推進機構（以下、IPA）に問いかけ、
日本のリスキリング施策の現在地を特定していきたい。

1Section

日本政府の「人への投資」の具体像を探る

個人と企業への多様なメニューで
リスキリングと労働移動を促進

厚労省の「人への投資」、ビジョンと施策は

Text=入倉由理子　Photo=厚労省、経産省提供（9P）
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人材開発
支援助成金
＊2023年度
当初予算658億円。
うち、人への投資促進コー
ス、事業展開等リスキリ
ング支援コース505億円

人への
投資促進
コース

高度デジタル人材訓練／
成長分野等人材訓練 事業主

デジタル分野のOFF-JTに対し、中小企業75％、
それ以外は60％の経費助成。成長分野については
75％の経費助成。別途、受講者の賃金助成もある

情報技術分野
認定実習併用職業訓練 事業主

OFF-JTとOJTの組み合わせ訓練で、OFF-JTは中
小企業60％、それ以外は45％の経費助成。OJT
は1人当たり中小企業20万円、それ以外は11万
円の助成実施。別途、受講者の賃金助成もある

定額制訓練 事業主 サブスクリプション型の職業訓練に対する経費助
成。中小企業60％、それ以外は45％

自発的職業能力開発訓練 事業主 OFF-JTに対する経費助成45％

長期教育訓練休暇制度／
教育訓練短時間勤務制度及び
所定外労働免除制度

事業主 長期休暇、短時間勤務などの制度導入に対する助
成20万円

事業展開等
リスキリング
支援コース

事業主
事業展開等に伴い新たな分野で必要となる知識や
技術を習得させるための訓練（OFF-JT）に対し、中
小企業75％、それ以外は60％の経費助成

生産性向上人材育成支援センター 事業主
中小企業等の人材育成に関する相談窓口。全国87
カ所。人材育成プランの提案を行い、オーダーメ
イド型の職業訓練の実施や指導員の派遣を行う

キャリア形成・学び直し支援センター
＊2023年度当初予算22億円

個人

キャリア形成サポートセンターを拡充し、2022年
度に東京都に1カ所、地域センターを全国に設置。
キャリア形成や学び直しの必要性を感じている労
働者に対して、キャリアコンサルティングの機会を
提供するなどの支援を行う

らないが、経済・社会環境の急速な変化は、企業

内での上司や先輩が経験をベースに業務を通じて

指導できる範囲を超えたものとなっているため」と、

松瀬氏は言う。「企業・労働者双方が持続的に成長

するためには、企業が学びの環境を整え、個人は

学びを自律的に継続していかなければなりません。

この学びに関する『労使の協働』を支援すること

こそ、私たちの役割だと考えています」

　また、キャリア形成・学び直し支援センターは、

従来のキャリア形成サポートセンターを改めて、

個人に対する学び直しの支援を強化した。現在、

教育訓練給付という個人への金銭的支援などはあ

るが、そこに個人へのアドバイスという新しい施策

が加わった格好だ。

　厚労省がこのように企業と個人双方の支援に力

を入れている理由について、「OJTの重要性は変わ

している。「デジタル、グリーンなど成長産業での

人材ニーズが増えていますが、企業内で育成して

いるだけでは間に合わない。企業の外で人を育成

し、内部労働市場と外部労働市場をつなげるスキー

ムが求められると考えています」と、同事業をリー

ドする経産省経済産業政策局産業人材課（取材時）

　経産省では、転職を目指す個人を支援する「リ

スキリングを通じたキャリアアップ支援事業」を

施策の柱としている。個人のキャリア相談、キャリ

ア形成のためのリスキリング、転職という「入口か

ら出口」までを支援する仕組みだ（8ページ図）。こ

のように、経産省の支援は「労働移動」を前提と

経産省の「人への投資」、ビジョンと施策は

厚生労働省の「人への投資」（抜粋）

出所：厚生労働省資料より編集部作成
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経済産業省「リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業」＊総事業費 753億円

キャリアコンサルタント等の
民間の専門家に
自らのキャリアについて相談

●これまでの
 キャリアの棚卸しや
キャリアゴールの設定
●スキルの棚卸し、
一人ひとりに適した
 リスキリング講座の
検討のサポート など

出所：経済産業省Webサイトより
　　 編集部作成

キャリア相談の結果を踏まえて、
リスキリング講座を受講

リスキリング講座の補助
補助事業者経由で受講費用の負担が軽減。
補助事業者には以下の金額が補助され、受講者はそれ以上の
負担が軽減された価格で講座を受講することが可能。

講座の受講費用の2分の1相当額（上限40万円） 

追加的に講座の受講費用の5分の1相当額（上限16万円）

キャリア相談、リスキリング講座の
受講等を踏まえて、
転職に向けた伴走支援や職業紹介を受ける

キャリア相談
（無料）

リスキリング
（受講料補助）

転職支援
（無料）

リスキリング講座の受講を修了した場合

リスキリング講座の受講を経て実際に転職し、
その後1年間継続的に転職先に就業していることを確認できる場合

Step 1 Step 2 Step 3

のコンソーシアムなどさまざまです。現在、デジタ

ルの領域では一部できあがっている個人への学び

と転職の支援のスキームが、支援事業を通じてほ

かの領域でも成立していくように取り組みたいと

考えています」（金子氏）

　リスキリング支援というからにはスキルベースで

の支援が求められるが、その質を担保するために

事業者内に、キャリア相談の実務経験を2年以上、

もしくはキャリアコンサルタントの国家資格を持つ

カウンセラーを備えることを必須としている。また、

事業者の決定にあたっては、キャリア相談から転

職支援までの事業としての一貫性を重視している

という。「支援を受ける個人は、IT業界での活躍を

目指す人、現在の雇用に不安を持ち、可能性を模

索している人などさまざまです。前者を想定すれ

ばデジタル人材に求められるスキルの最新情報や

それを獲得させるコンテンツを持っていること、後

者を想定すれば幅広いコンテンツと幅広い業種・職

種の転職を支援できることが、事業者には求めら

れると考えています」（金子氏）

の金子健一郎氏は話す。

　しかし、リスキリングとそれによる労働移動を成

長産業に限っているわけではない。「まずは領域を

限定せず、多くの人に転職という選択肢があるこ

とをリアルに感じてもらうことを目指しています。

社会全体でいえば、スキルアップと労働移動の両

輪で賃上げを実現していきたいのです。そのため

KPIとして、何人を支援した、ということだけでな

く、支援事業を通じて転職した人の半数の賃金アッ

プを掲げています」（金子氏）

　個人に対して支援する事業だが、その間にはこ

の事業を推進する民間の事業者が入る。まず、個

人は事業者を訪れキャリア相談をし、リスキリング

プログラムを受ける。修了すると受講料に対して

国から50％、その後転職して1年勤続したら20％

の補助金が事業者に渡り、その金額以上を受講者

に還元する。2023年5月に事業者の一次公募を開

始し、個人への支援期間は2025年3月までだ。「採

択事業者は総合的な人材事業者や、教育コンテン

ツ提供事業者、そして強みを生かした複数事業者
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経済産業省
経済産業政策局産業人材課

課長補佐 ＊取材時

金子健一郎氏

厚生労働省
人材開発政策担当参事官

松瀬貴裕氏

い、その地域の学び直しに関する情報をシェアす

る場にもなっています」（松瀬氏）

　一方、経産省の事業のように民間の事業者との

協働が欠かせないものも多い。経産省の事業では、

一次公募時点で51件の事業が採択された。「ビジネ

スを超えて、プログラムのなかに現場でのインター

ンを組み込むなど、非常に手間暇をかけてくれる事

業者もいる」（金子氏）というが、すべての事業者

にそうした熱量と責任を持ってもらうための連携が

求められている。

　地方企業の事業継続や成長産業の育成において

も、地方の事業者との連携を重視して訪問してき

たという。「今回のリスキリング事業は都市部だけ

でなく、日本全体への波及を目指しています。今

後も事業者を通じて地方のニーズを汲み取ってい

くことが必要だと考えています」（金子氏）

　シンガポールやドイツでは、多様なステークホル

ダーの連携が幅広い人々のリスキリングを支えてい

た。日本では、厚労省、経産省、文部科学省（以下、

文科省）の関係3省が「リカレント教育の推進に係

る関係省庁連絡会議」を開催している。また、厚労

省の教育訓練給付対象講座には、経産省認定の「第

四次産業革命スキル習得講座」、文科省認定の「職

業実践力育成プログラム」などが指定されている。

　こうした中央省庁レベルでの連携に加え、地方

レベルでの連携も進めている。厚労省では、職業

訓練の地域ニーズの汲み取り、効果検証を行う場

として各都道府県に地域職業能力開発促進協議会

を設置。労働局、都道府県、教育訓練実施機関、

労使団体、職業紹介事業者などが参加し、継続的

に職業訓練の改善に取り組むという。「また、リカ

レント教育を提供する大学などにも参加してもら

多様なステークホルダーとの連携は

　両省とも事例の蓄積の重要性にも言及する。「労

使が協働して学び直しを進めている企業の事例

を集めること」（松瀬氏）、「現状に危機感を持つ

人、よりよいキャリア形成を目指す人がまず活用

し、その成功事例を蓄積すること」（金子氏）によっ

て、リスキリングに取り組む価値の浸透を目指す。

「キャリア形成は人それぞれで、一人ひとりに向き

合うことも重要ですが、それだけではスケールさせ

るのが困難です。自分に合うストーリーや、それを

実現するサービスを見つけられるフローチャートや

検索システムを作っていくことも必要かもしれませ

ん」（金子氏）

　最後に、プロモーションによる施策の周知につ

いて聞いた。これに関しては、松瀬氏、金子氏と

もに「これからの課題」と口を揃えながらも、それ

ぞれに策を講じている。

　厚労省では、先の「労使の協働」を促すための「職

場における学び・学び直し促進ガイドライン」の特

設サイトの開設や、SNSの活用、シンポジウムの

開催などを通じて施策の拡散に、経産省でもSNS

などを使った拡散に努めている。さらに事業者が

事業のロゴを自由に使えるようにし、「事業者が独

自に打つCMや広告宣伝を通じて、個人に伝わっ

ていく」（金子氏）ことを期待しているという。

プロモーションによる施策の周知は
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ないためには、業種を問わずすべての企業でDX

を推進する必要があります。ところが、圧倒的に

DXの素養や専門性を持った人材が足りない。こう

した人材を育成・確保するための指針が求められて

いたのです」

　変化のスピードが速い時代には、ビジネスの進

め方の主流が、最初に仕様などを固めるウォーター

フォール型から変化に柔軟に対応するアジャイル

型に移ってきている。「そのため、DXを推進する

専門性の高い人材のみならず、変革への受容性を

高めるために全員が基本的なDXのリテラシーを

身につけることを推進しています」

　策定にあたっては、有識者による検討を重ねた。

たとえばDSS -Pは、5つの人材類型それぞれで、

各業界の有識者などその分野の専門的な知見を持

　DSSは、すべてのビジネスパーソンに向けた学

習指針を定義する「DXリテラシー標準（DSS -L）」

と、DXを推進する人材の役割と必要なスキルを定

義する「DX推進スキル標準（DSS -P）」で構成さ

れている（下図参照）。

　策定の背景として、「日本企業でのDX推進と、

それにおける人材の重要性が高まっていること」

を、IPAデジタル人材センター人材プラットフォー

ム部の川北陽司氏は挙げる。「各国でデータやデジ

タル技術を活用した産業構造の転換が起きるなか、

企業が競争優位を確立するため、あるいは劣後し

リスキリング先進国では、現在から未来の人材に
求められるスキルの可視化の動きが顕著だ。
日本でも、デジタル領域では経産省とIPAが2022年に

「デジタルスキル標準（DSS）」を公開している。
目的と企業や個人の活用法をIPAに聞く。

すべての人材の変革への受容性を高め
世界に劣後しない企業の基盤を作る

デジタル領域で進むスキルの可視化

デジタルスキル標準の全体像

DXを推進する人材
すべてのビジネスパーソン ＊経営者を含む

出所：情報処理推進機構、経済産業省
　　「デジタルスキル標準ver.1.1」（2023年8月）より
　　 編集部作成

DXを推進する 5つの人材類型、そのロール（下記）と、
それぞれに必要なスキルリストから成り立つ

DX推進スキル標準

Why What How

すべてのビジネスパーソンが身につけるべき
能力・スキルとして下記を定義

DXリテラシー標準

DXの背景

DXの重要性を理
解するために必要
な、社 会、顧 客・
ユーザー、競争環
境の変化に関する
知識を定義

DXで活用される
データ・技術
ビジネスの場で活
用されているデー
タやデジタル技
術に関する知識を
定義

データ・技術の
利活用

ビジネスの場で
データやデジタル
技術を利用する方
法や、活用事例、
留意点に関する知
識を定義

マインド・スタンス
社会の変化のなかで新たな価値を生み出す
ために必要な意識・姿勢・行動を定義

デザイナー

人材類型 ロール
ビジネス
アーキテクト

新規事業開発、既存事業の高度化、
社内業務の高度化・効率化

サービスデザイナー、
UX ／UIデザイナー、
グラフィックデザイナー

データ
サイエンティスト

データビジネスストラテジスト、
データサイエンスプロフェッショナル、
データエンジニア

ソフトウェア
エンジニア

フロントエンドエンジニア、
バックエンドエンジニア、
クラウドエンジニア／SRE、
フィジカルコンピューティングエンジニア

サイバー
セキュリティ

サイバーセキュリティマネージャー、
サイバーセキュリティエンジニア

Text=入倉由理子　Photo=IPA提供（11P）



は、奥深い課題」（川北氏）だという。

　それでも、デジタル領域はスキルの可視化・標準

化で一歩先んじている。今後、デジタル以外の領

域でどのように進めていくのかが私たちに問われ

ている。

つ4〜6人が集まり、各6回の検討会を経て策定し

た。「DXやリスキリングへの機運が高まるなか、

政策としての推進が急務であったため、まずスピー

ディに世に出すことを目指しました。今後も最新の

テクノロジーが次々と生まれるので、今後もそれに

対応してアジャイルに改定を重ねていきます」

　実際、2023年8月には、生成AIの適切な利用

に必要なマインド・スタンスなどをDSS -Lに加え

ている。

魔法のツールではない
自社に合わせてカスタマイズを

　詳細なスキルリストはIPAのWebサイトで確認

してほしいが、掲載されているスキルの数は、よ

り専門性の高いDSS -Pでも50程度と多くない。

力を注いだのは、スキルの“解像度を下げる”こと

だったという。すべての企業を対象とするからこそ、

普遍性・汎用性を優先させた。「そのためそのまま

適用すれば自社のDXが進むという“魔法のツー

ル”にはなっていません。企業ごとに、属する産業、

ビジョンや戦略によって自社にどのようなスキルが

必要かを見極め、この基準をカスタマイズして使っ

てもらいたいと考えています」

　個人の活用も視野に入れている。「企業での活用

が進めば、自身の現在の仕事や目指す仕事に該当

するロールを把握し、足りていないスキルを学ぶ、

というように、個人のリスキリングの指針になり得

ます」

　IPAでは、企業や個人の学習を促すために、デ

ジタル人材育成プラットフォーム「マナビDX（デ

ラックス）」を開設している。IPAの審査を経た

400以上の講座があり、DSSに対応した講座が検

索できるほか、個人向けの教育訓練給付金や企業

向けの人材開発支援助成金への対応についても明

記されている。

　とはいえ、企業や個人への周知、活用にはハー

ドルがある。SNSなどを通じて情報発信には努め

ているが、「危機感がなければ、なかなか人は学び

ません。“学びに着火”させるために何をすべきか

すべての人材の変革への受容性を高め
世界に劣後しない企業の基盤を作る

情報処理推進機構
デジタル人材センター

人材プラットフォーム部
スキルトランスフォーメーション

グループ　主幹

川北陽司氏
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　国が示す政策に呼応した施策のラインアップは存

在するし、中央省庁を中心に全国の多様なステーク

ホルダーと連携し、情報をシェアしてニーズを汲み

取る努力をしていることは見えてきた。また、デジタ

ル領域でのスキルの可視化・標準化は進んでいる。

　そうしたなかでも、課題はいくつかありそうだ。

1つは、施策の周知だ。国のビジョンや施策のライ

ンアップは、まだまだ企業や一般の人々に知られ

ていない。「笛吹けども踊らず」というが、そもそ

も笛の音が届いていないのだ。シンガポールやド

イツで見た、街中での掲示やブースの設置、ドイ

ツでのフライヤーの配布の事例のような、ある種

貪欲な広報の取り組みを検討する必要性があるの

ではないだろうか。

　もう１点、私たちが注視していくべきは、中央省

庁の先にいるステークホルダーの熱量だ。特に委

託事業者が介在する場合、事業者が企業や個人と

どれだけ真剣に向き合い、支援できるかが最終的

に国全体の底上げや成長の実現を左右する。金子

氏が述べたように熱量の高い事業者は確かにある

だろう。そうした熱をどれだけ全体で高めていける

かが鍵になる。

日本の課題は
施策の周知と
関係者の熱量
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リスキリング迷子を脱却する
課題と乗り越え方
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タートアップ投資に乗り出しました。行政サービス

の99％がオンラインで提供できるといわれるエス

トニアでは、1990年代後半からインターネット技

術を取り入れ、電子政府化を進めました。

　北欧諸国で、国が打ち出した戦略がしっかりと

機能するのも、政府と個人との距離が日本よりも

近いからだと思います。私自身フィンランドに暮ら

していた経験から感じるのは、政府への信頼感で

す。一人ひとりが主権者としての意識が高く、政

府は「お上」ではなく、「自分たち」の代表である

という感覚が強い。その根底にあるのは、危機感

にほかなりません。北欧諸国の多くは小国で市場

も小さく、地理的にはロシアのような大国と隣接し

ているため、「自ら動いて国際社会で存在感を示さ

なくては、自分たちを守れない」という恐怖を常に

感じています。「何もしないでいると生き残れない」

という意識が個人にまで浸透し、総じて新しい分

野に挑戦することに積極的です。

　北欧の国々がいち早く産業構造の転換を図り、

リスキリングを進めているのには理由があります。

　第一に、国としての成長戦略を明確に打ち出し、

重点領域へのシフトを徹底的に推し進めたからで

す。今、日本でも盛んにリスキリングの必要性が

叫ばれていますが、基本的に企業主導で進められ

ている印象があります。そのため、スキルを身に

つけた人が他社に移ることをよしとせず、産業間

の人材移動が進みにくい。対して北欧では、政府

がこの先向かうべき成長産業を示し、衰退産業か

らそこへの人材移動を主導してきた点が大きな違

いです。フィンランドでは、スマートフォン市場で

出遅れたノキアの衰退が国の経済危機を引き起こ

した「ノキアショック」を教訓に、国を挙げてのス

国や行政の施策の枠組みは整いながらも、
リスキリングが進まない。
そこにはどんな乗り越えるべき課題があるのか。
産業創出、教育、雇用システム、
人事制度や組織文化など、多様な視点から読み解く。

2Section

DX先進国としてユニコーン企業を輩出する北欧諸国。
新産業の創出を促し、かつ人々の幸福度の高さを
維持できているのはなぜか。
北欧最大級のベンチャーキャピタルの
取締役も務める塩野誠氏に聞く。

成長産業創出に結びつけるには

国や経営者が5年先の
ビジョンを描きバックキャストで考える

1

Text=瀬戸友子　Photo=塩野氏提供（13P）
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業構成や組織体制をどうしていくのか、経営戦略

が明確であれば、従業員に対しても、いつまでに

このスキルを身につければこういう仕事で活躍で

きるという出口を示すことが可能になります。

　たとえば経営危機からの抜本的な構造改革を進

めてきた日立製作所では、変革に連動して人事制

度も刷新しています。不要な事業を思い切って売

却する一方、グローバル共通の人事制度を導入し

てジョブ型へと舵を切り、伸びる事業への人材移

動とリスキリングを進めてきました。この決断が遅

きに失して苦境にあえぐ企業は少なくありません。

　ただし、日本企業の取り組みを見ていると、リ

スキリングの推進＝DXの実現という誤解があると

感じます。DXとは、そもそもデジタルによる変革

を意味する言葉です。デジタルを活用することに

よってイノベーションの創出、たとえばUberのよ

うなまったく新しいライドヘイリングビジネスが登

場することを指します。

　これに対して、多くの日本企業が取り組んでい

るのは、幅広い領域でデジタルのスキルや知識が

求められるようになっているなか、リスキリングを

通じて人材需要の高い領域に人を移動させようと

いうものです。これは変革というより、デジタル改

善と表現するほうが近い。言い換えれば、リスキ

リングに取り組みさえすれば、イノベーションが起

こるわけではないのです。経営者があるべき未来

を予見し、その未来に必要なリスキリングを行っ

た結果として、デジタルによる変革が実現するの

だと思います。

　このような土壌の上に、挑戦を促す社会的な仕

組みが整っていることも大きい。北欧の労働市場

は流動性が高く、解雇規制も日本ほど厳しくありま

せんが、手厚い社会保障がセーフティネットとし

て働いています。職業訓練学校でのプログラムが

豊富で充実しているうえに、トレーニングを受け

ている期間にも給付金がもらえたり、フィンランド

語以外に英語で受講できるプログラムもあります。

　そして何より、このスキルを身につければ年収

がいくらアップする、この資格を取得すればこうい

う業界に転職できるなど、学んだ先の出口が明確

に見えることが、学びへの意欲につながっていま

す。だから、工事現場で重機を操作していた人が、

1年半のトレーニングを受け、ソフトウェアエンジ

ニアにジョブチェンジする、といったことが可能と

なっています。

リスキリングだけでは 
イノベーションは起きない

　将来に向けた明確なビジョンを示すとともに、個

人に対しては学んだ先に得られるものを保障する。

企業主導でリスキリングに取り組むならば、北欧

モデルを参考にして企業内の人材移動を推し進め

ることもできます。

　大切なのは、バックキャストで物事を考えること

です。今のように変化の激しい時代、10年先まで

は見通せなくても、5年先くらいの近い将来、世の

中がどう変わり、自分たちがどうなりたいかという

姿は描けるはずです。ビジョンが描ければ、その

ために必要な人材要件も明確になりますから、外

部からどのような人材を採用し、内部の人材では

どういう人材を育てればいいのかも見えてくる。

　このような判断ができるのは、経営者にほかな

りません。本来、経営者は誰よりも変化に敏感で、

好奇心を持って真っ先に新しいことに取り組んで

いくべき人たちです。この変化に対して自社の事

経営共創基盤
共同経営者（パートナー）

マネージングディレクター

塩野 誠氏

慶應義塾大学法学部卒、ワシントン
大学ロースクール法学修士。国内外
の企業や政府機関に対するコンサル
ティングやM&Aアドバイザリー業務、
企業投資などに従事。
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高度経済成長とともに浸透した 
曖昧な職務遂行能力

　なぜそうなってしまったのか。1960年代までは

職業高校が増設され、学科も多様化するなど職業

教育を充実させる機運があったのですが、1970年

代に入ると急増した団塊ジュニアの受け皿不足が

問題となり、大都市を中心に各自治体は猛烈な勢

いで普通科高校を作りました。普通科のほうが低

コストで容易に作れたからですが、高校段階にお

ける職業教育がなげうたれてしまいました。

　同じ頃、日本企業では職能給制度が一気に広が

りました。それ以前、米国型の職務給制度が模索

された時期もあったのですが、高度経済成長によ

る急激な人手不足で頭数の確保が最優先となり、

企業は職務と一人ひとりのスキルをマッチングさ

せる余裕がなくなったのです。

　また、高校進学率の上昇とも相まって、同じ会

社の高卒者のなかでも、もともと中卒者が多かっ

たブルーカラー職に配置される人と、ホワイトカ

ラー職に就けた人との間で大きな軋轢が生じまし

た。その不公平感をごまかし離職を防ぐということ

も、年功的な職能給制度が広がった要因の1つで

す。さらに忠誠心や協調性など職務と関連の薄い

「態度」までをも「職務遂行能力」とみなし、競争

させる仕組みが作られ、仕事とスキルの連関はま

すます希薄化していきました。

　オイルショックを経て経済成長率が鈍化すると、

労働組合は賃上げより雇用確保を優先し、政策も

それを後押しします。解雇せずに企業内で配置転

換しながらジェネラリストを育てる「メンバーシッ

プ型」の雇用慣行が定着し、1970年代後半から

1980年代にかけては「日本的経営」の強みとして

　人々にリスキリングを促すには「ちゃんとスキル

をつけ、ちゃんとスキルを発揮し、ちゃんと報い

る」という3つの「ちゃんと」が噛み合うことが重

要です。ところが日本は3つの「ちゃんと」が、過

去から現在に至るまで全然できていないというの

が実態です。最初の2つの「ちゃんと」ができてい

ないことは、OECD（経済協力開発機構）の「Skills 

Strategy 2019」を見ても明らかです。これは「有

効なスキルの形成」と「効率的活用」の状況を国

際比較したもので、日本は若年層や成人の基礎的

スキルの水準は高いものの、「成人教育に積極的に

取り組む社会情勢」や「効率的な活用」に関する

指標の多くがOECD平均を下回っています。

　日本は、学校段階から職業教育が非常に低調で

す。企業も採用選考で、具体的なスキルではなく「人

間力」や「主体性」「コミュニケーション能力」な

ど担当者の「好み」にすぎないような非常に曖昧

な概念を重視してきました。直近でこそリスキリン

グに取り組む企業もやや増えているかもしれませ

んが、バブル経済崩壊から最近に至るまでは学び

直しを推奨もしなければ、会社で費用を負担する

ことにも消極的でした。仮に社員が新たにスキル

を身につけても追加的な報酬を出すこともなく、搾

取するかのように便利に使ってきたのです。

「スキルの定義ができていない」
「配置や処遇と連動していない」など
さまざまな課題が浮き彫りになっている
日本でのリスキリング。
普及を阻んでいる根本的な要因は何か。
それらを取り除くために必要な取り組みは何か。
東京大学大学院教育学研究科教授の
本田由紀氏に聞いた。

教育と採用でスキルを評価する

3つの「ちゃんと」が実践できる組織
曖昧な概念から専門性とスキルへ

2

Text=石臥薫子　Photo=本田氏提供（15P）
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け配属にも生かすことが、ジョブ型ににじり寄って

いくことにつながります。採用の早期化も是正す

べきです。なぜなら、多くの学生は大学や大学院

での卒業研究・修了研究に取り組むなかで専門性

を磨き、高度な分析・思考のスキルを身につけ大き

く成長するのに、その時期より早く選考するのは、

専門性・スキルの軽視にほかならないからです。「専

門人材ほど採用を前倒し」などと言っている企業

や政府は、論理矛盾に気づくべきです。

　教育システムについては、高校における専門学

科を拡充し、大学でも学びと仕事との連接をより

高めていく必要があります。行政の役割も重要で

す。看護師や介護士、保育士、自動車整備士など、

求められるスキルが明確で社会にとって必須であ

るにもかかわらず、人手不足が深刻な職種につい

ては、誰もが安価に学べるように公共職業訓練を

充実させるべきです。資格取得者については一定

の賃金水準を定め、労働条件も改善することが重

要です。このように、それぞれができることを着実

に積み上げていく以外、近道はありません。

もてはやされました。しかし、1990年代以降バブ

ルが崩壊し、強さの源泉だった製造業も凋落、デ

ジタルシフトといった世界的潮流にも日本は乗り遅

れました。このとき、戦後の激動期に急場凌ぎで

作られた雇用の仕組みや人の評価・配置のあり方を

見直すチャンスでしたが、高度経済成長やバブル

期の成功体験を忘れられなかった当時の経営層が、

必要な変革を怠ったというのが私の見立てです。

学んだ内容や専門性に注目
採用の早期化も是正すべき

　さて、リスキリングに話を戻すと、そのベースと

して必要なのはジョブ型雇用です。個々のジョブ

に求められるスキルと報酬が明示されているので、

希望する仕事に就くために今の自分に足りないス

キルがわかり、それが学びのモチベーションになり

ます。日本でリスキリングを定着させるには、ジョ

ブ型の仕事を切り出し増やしていくことが不可欠

です。それはすなわち、最初に述べた3つの「ちゃ

んと」を機能させるということにほかなりません。

もちろん、一気にジョブ型に変えるのは難しいで

すが、手をつけるべきことをいくつか提示します。

　まず企業は、ジョブディスクリプションを明確

化することが可能な仕事からジョブ型に切り替え

ていくべきです。採用では曖昧な「人間力」や「コ

ミュ力」ではなく、学んだ内容や専門性に目を向

東京大学大学院 教育学研究科教授

本田由紀氏

東京大学大学院教育学研究科博士
課程単位取得退学。博士（教育学）。
日本労働研究機構研究員、東京大学
社会科学研究所助教授などを経て、
2008年より現職。専門は教育社会学。

『教育の職業的意義』など著書多数。

1

ノルウェー
デンマーク

ニュージーランド
シンガポール

イギリス（イングランド）
アメリカ
カナダ
ドイツ

OECD平均
韓国
日本

フランス
ロシア

目的と費用負担者別の学び直し参加率

フォーマル（教育機関への就学）かつ仕事に関連

ノンフォーマルかつ仕事に関連

仕事に関連なし

参加率合計

5

6

6 9

9 10

9

41

6

6

6

7

7 0

74

4

6 6

4

4

2

2

2

2

2 102

2

7 43

3

3

3

3

3

3

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1 26

27

24

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

8 42 61

64

65

55

53

57

56

51

47

49

41

34

18

5

5

5

6 5

5 39

35

38

36

35

30

5

勤務先の費用負担あり （単位：%）
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日本の「学び直しへの参加
率」は41％と、OECD平均
を下回る。「勤務先の費用
負担あり」の学びが少ない
のが特徴だ。
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「リスキリング」「転職支援」「フォローアップ」の

4段階すべてを経ることが求められます。リスキリ

ングより転職できたかどうかがむしろポイントに

なっており、採択事業者も派遣会社や人材紹介エー

ジェントが中心です。

　加えて、この支援事業で想定されている「リス

キリング」のなかには「データベーススペシャリス

ト」など難度の高い資格もあるものの、「ITパスポー

ト」や「PCスキル基礎＋ビジネスマナー」なども

あり*、このスキルを学べばどういう仕事に就ける

のか曖昧です。非正規社員の正社員化や成長分野

への労働移動を促進させたい意図はわかりますが、

企業内のリスキリングの定着にはつながらないと

思います。

学びの継続には仕組みづくりと 
「中長期的なキャリア像」

　スクーのサービスの導入企業は、リテンション

（離職対策）や採用強化、福利厚生の一部という側

面も含めて、人的資本経営の一環としての社員へ

の投資と考えている企業が多いです。ただ残念な

がら、現状はまだ「導入後は本人任せ」というケー

スも少なくありません。

　社内で「学び」が定着せず、新たな職能や今と

異なるスキルを獲得する「リスキリング」まで至ら

ないのはいくつか要因が挙げられます。

　本来リスキリングとは、経営戦略に紐づけられ

ていることが重要です。そうでなければリスキリン

グを推進したい人事部門と現場の管理職との間で、

社員の学びに対する共通認識がなく、現場から「リ

スキリングの時間を与えるなら目標を下げてくれ」

「就業時間に動画を見るのはどうなのか」という声

が上がりがちだからです。

　日本でリスキリングが浸透しないのは終身雇用

との相性の悪さが一因です。終身雇用が前提であ

れば、スキルアップをして転職でキャリアを重ねる

より、目の前の仕事や数字を達成するほうが合理

的と考えるのは当然です。

　日本では一般的なメンバーシップ型雇用も、リ

スキリングの壁になっています。ジョブ型雇用で

あれば、各ジョブにスキルが紐づけられているの

ですが、メンバーシップ型では経理や法務などの

一部のスキルを除いては、転職の際にも「どこで

もなんとかうまくやる力」が重視されます。いわゆ

る「コミュニケーション力」重視が、これを象徴し

ているといえます。

 「明日、辞令が出ても対応できる力」を求めるのは

日本型雇用が作り上げてきたカルチャーでもあり

ますが、日本ではスキルアセットに比べてコミュニ

ケーション力が重視されすぎているともいえます。

実際スクーの授業でいちばん見られているのが、

法人利用でも個人利用でもコミュニケーションの

授業なのです。

　岸田政権が表明した「リスキリングに5年間で

1兆円の支援」の具体施策にも違和感があります。

たとえば経産省が2023年6月に始めた「リスキリ

ングを通じたキャリアアップ支援事業」（予算額

753億円）では、助成を受けるには「キャリア相談」

ビジネススキルからDXまで
幅広い分野の学習動画の配信を通じて
社会人の教育事業を展開するSchoo（スクー）。
日本発の教育プロバイダ事業者として、
日本のリスキリングの現状をどう見ているのか。
コンテンツの責任者であるCCO

（チーフコンテンツオフィサー）の
滝川麻衣子氏に聞いた。

働く人が学びを継続するには

「学び」を阻むコミュ力重視と日本型雇用
「本人任せ」ではなく仕組みづくりを

3

Text=横山耕太郎　Photo=Schoo提供（17P下）、visual_supple/amanaimages（17P上）
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たなサービスを考えています。

　たとえば、法人向けには「生成AIをマーケティ

ングに応用できる人材を育成したい」など経営戦

略の一部となるように使ってもらい、個人向けには、

身につけたスキルに応じた転職先や副業を紹介す

るなどキャリアと学びを結びつけます。これまでよ

り少し高価格を想定していますが、リスキリングの

必要性が理解され受け入れられるようになってい

くでしょう。

 　日本は世界で最も速いスピードで人口減少が進

み、今後ますます人材採用が厳しくなり、結果的

にリスキリングがもっと注目されるでしょう。企業

は社員に仕事だけでなく、キャリア形成まで踏ま

えたリスキリングの機会を与えることが人材獲得

の競争力に直結します。既に若い世代では、年収

以上にキャリアビジョンを重視して転職していると

の調査結果もあり、「成長できるか」が会社選びで

優先されています。会社側は転職を覚悟してでも、

人材に投資しなければ、求職者から選ばれない時

代になるでしょう。

　教育事業者としては、まず継続的に学び続ける

仕組みづくりが大事だと考えています。私たちの

ユーザーデータからも、人は教育コンテンツだけ

与えられても勉強を続けられないことは明らかで

す。戦略的に学習のステップを用意して仕組みや

環境で支援することが必要です。

　スクーの法人を担当する事業部にも、企業側か

ら「何を社員に学んでもらえばいいかわからない」

という声が届いていました。そのため、たとえばデ

ジタルに関するスキルであれば、デジタルツール

の使い方など基礎的な内容を含む「デジタル人材

育成」と、より専門的なスキルを身につける「DX

人材育成」、若手社員を対象とした「次世代リーダー

研修」と、企業からのニーズの高いスキルに基づ

いてカリキュラムを編成し直しました。DX人材育

成については、経産省とIPAが示している「デジ

タルスキル標準（DSS）」などに基づいてカリキュ

ラムを設計しています。

 　私も参加したリクルートワークス研究所「学習

を阻害する職場の研究」プロジェクトでは、社員

が学び続ける条件の1つが、中長期のキャリア形成

を促す職場かどうかだとわかりました。そのために

も上司との1on1などを通じ、社員一人ひとりに対

して、組織がキャリア展望を踏まえた学ぶ環境を

支援することも重要です。さらに学ぶ仲間やコミュ

ニティがあるかどうか。大企業が企業内大学を設

けるなど、人との関わりのなかで学ばせる仕組み

も注目されています。

会社選びで重視される「成長」 
転職を覚悟しても人材投資を

　スクーでも企業や個人のユーザーに向けた中長

期のキャリア形成とコミュニティづくりに関する新

Schoo 執行役員CCO

滝川麻衣子氏

大学卒業後、産経新聞社に入社し、
2006年から東 京 本 社 経 済 部 記 者。
2017年からBusiness Insider Japan
の立ち上げに参画、記者・編集者、副
編集長を務め、働き方や生き方をテーマ
に取材。2021年12月Schooに入社。
2022年3月から現職。

企業が社員に提供す
るオンライン学習は、

「導入後は本人任せ」
であることが多い。
学び定着のための施
策が必要だ。

＊経済産業省Webサイト「リスキリングを通じたキャリアアップ
支援事業について」（経済産業政策局産業人材課、2023年6月）
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　ジョブ型雇用は、市場メカニズムを活用して適

材適所を図る試みですが、3つの柱が必要です。

それが、職の標準化、人事の分権化、自律的なキャ

リア形成です。

　職の標準化とは、職種ごとの業務の内容とスキ

ル要件を定義すること。つまり、ジョブディスク

リプションを作ることです。日本企業では職の境

界が曖昧で、同じ職種、同じ役職でも人によって

職務の内容が変わることが当たり前でした。職の

標準化によって、生産性に応じて給料が決められ

るようになり、社員の希望と現場のニーズとのマッ

チングもしやすくなります。

　さらに、個人のキャリアが多様化し、求められ

るスキルが大きく変容しているなかで、人事部が

集権的に人材配置を行うには限界があります。ス

キルと仕事のマッチングの効率を高めていくとい

う意味でも、人事の分権化を進めていくべきでしょ

う。どんなスキルが必要かいちばんよくわかって

いる現場のマネジャーが、採用や育成に取り組ん

でいくほうが合理的です。

　同時に、従業員の自律的なキャリア形成を促し

ていく。社内公募制度やフリーエージェント制度

など、異動先を自分で選べる機会があれば、自分

は何をやりたいのか真剣に考えるようになり、学

び直しの意欲も高まるでしょう。

ジョブ型の土台の上に 
リスキリングを回していく

　そして、これらをサポートするのが人事の役割

　近年のテクノロジーの進化は、人事や組織のあ

り方に大きな影響を与えています。この動きは、

職場にパソコンが導入された1980〜90年代とは

様相が異なります。当時、なくなったのは記録作

業を行う事務補助職が主です。現在進んでいる

DXは、さまざまな職種でこれまで積み上げてき

た既存スキルの陳腐化をもたらすので、多くの個

人をリスキリングして職種転換させる必要が生じ

ます。たとえば、社内の情報収集能力は古参社員

の価値を高めていましたが、生成 AIの登場によっ

てそうしたスキルの価値は低下し、情報収集にか

ける時間は大きく減り、より付加価値の高い業務

に人材がシフトしていくでしょう。

ジョブ型への移行は 
ジョブを定義するだけで終わらない　

　このように会社のなかのスキル構成が大きく変

わっていくわけですから、これまでのように年功

的に賃金が決まる日本的雇用システムを維持して

いくのは難しくなってくる。この流れに対応しよ

うとすると、必然的に、日本でもジョブ型雇用へ

の転換が進んでいくと考えています。

人事データを活用した実証研究を行い、企業の現場にも詳しい
大湾秀雄氏は、DX時代のリスキリングをうまく進めていくためには
ジョブ型への転換が欠かせないという。その背景と現状、今後の進め方を聞く。

雇用システムとリスキリングの関わりは

デジタル技術の普及が
ジョブ型への転換を加速させる

4

早稲田大学
政治経済学術院教授

大湾秀雄氏

スタンフォード大学経営大学院博士、
東京大学社会科学研究所教授などを
経て2018年から現職。経済産業研
究所ファカルティフェローも務める。専
門は人事経済学、組織経済学など。

現状の雇用システムや組
織のありようではリスキ
リ ン グ が 進 み に く い。
ジョブ型を選択するにせ
よ、しないにせよ、あら
ためて議論が必要だ。

Text=瀬戸友子　Photo=大湾氏提供（18P）、今村拓馬（19P）、阿部氏提供（20P）
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に積み上げることが重要です。

　電通では数年前に「人財の見える化プロジェク

ト」を立ち上げて、ピープルアナリティクスを取

り入れたスキルの標準化を進めています。ソニー

では、社内募集制度をはじめとして自分で異動先

を選べる仕組みを複数用意しており、これらをう

まく組み合わせることによって職とスキルのマッ

チングを実現しています。まずはこうした制度を

拡充し、自分で選ぶ経験を積み重ねていくことが

キャリアオーナーシップの形成につながっていく

はずです。

　労働市場全体の問題でいえば、職が保障されす

ぎていることの弊害も考えるべきです。従業員に

とっては、職を失うのではないか、処遇が悪化す

るのではないかという危機感が、リスキリングへ

の意欲につながります。これだけ急激な技術変化

が起きているなか、企業としてもリスキリングで

対応できない部分については、人材の入れ替えも

必要になるでしょう。そもそも会社都合で異動配

置するのではなく、現場のニーズや本人のキャリ

ア志望を重視して異動させるということは、職務

ごとの需給のミスマッチが起こり、その調整を外

部労働市場を通じて行う必要が生じます。法制度

の面でも、解雇の金銭補償ルールの整備など、健

全な人材獲得競争ができる環境を整えていくこと

も大切だと思います。

になります。職務を定義したうえで、タレントマ

ネジメントのデータベースを整備し、現場が求め

る候補者をすぐに抽出できるようにする。従業員

に対しても、社内にどのような職があり、将来ど

のような職が伸びていくのか、そのために何のス

キルを身につけなければいけないのか、未来図を

示しながらキャリア形成を支援する。この3つの

柱が揃い、ジョブ型雇用の土台ができてはじめて、

リスキリングをうまく回していくことができるの

です。

　言い換えれば、リスキリングは決して容易には

いかないということです。米国の調査でも、多く

の企業がリスキリングを進めるなかで人事制度の

見直しなど抜本的な改革に取り組んでいます。移

行期にある日本では、成果が出るまでにもう少し

時間がかかるでしょう。それでも3つの柱を着実

　職務内容を限定しない日本的な雇用システムは、

専門性の高いDX人材の育成などリスキリングを

進めていくうえで不都合が多いという話をよく耳に

します。「だからこそジョブ型雇用に移行すべき」

という機運が生まれていますが、「ジョブ型にする

こと＝リスキリングがうまくいく」という図式は成

リスキリングとジョブ型に関して、
もう1つの考え方を紹介する。
労働経済学者の阿部正浩氏は、
ジョブ型を進めると人材育成面での
懸念もあるというのだ。

学び直しの最大の動機づけは安心感
雇用を吸収する成長産業のなさが課題
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かし、人材の流動化に関していえば、重要なのは

その中身だと考えています。生産性の低い分野か

ら生産性の高い分野へ労働移動が進むのであれば

望ましいのですが、では今の日本に、生産性が高

くて賃金も高い成長産業が生まれているのかとい

う問題があります。実際、雇用吸収力が際立つの

は医療や介護などの人手に頼る産業が中心で、生

産性が高くないため賃金も上がりません。雇用吸

収力の高い、新たな成長産業が生み出されて、そ

のうえで労働移動を促せるならともかく、残念な

がら現状はそうなっていません。

　では、こうした状況下でリスキリングをいかに進

めていけばいいのかを考えると、企業内での配置

転換など、内部労働市場のなかで雇用を保障しな

がら取り組んでいくのが、現実的ではないかと考

えます。1990年代にも、ある電機メーカーが工場

の閉鎖に伴い、そこで働いていた従業員に対して、

SEに転身するか早期退職するかの選択肢を提示し

たところ、教育訓練を受けてSEに転身した人が非

常に多かったという例があります。社内にどのよう

な仕事があり、それにはどのようなスキルが必要

で、どのような教育訓練が用意されているのかを

従業員に示して、自分のキャリアを選んでもらうこ

とは、ジョブ型に転換しなくてもできるはずです。

　取り掛かりとして、企業内で成長領域への異動

を支援したり、生産性に応じて賃金のメリハリを

つけたりするなどの施策を進めてもよいでしょう。

ある程度キャリアを保障しながら、一人ひとりが安

心感を持って新しい領域に挑戦できるようにする

ことが、リスキリング成功の鍵になると思います。

り立たないと私は考えています。

確実に投資を回収できるかが 
動機づけにつながる

　たとえば、リスキリングが進んでいるといわれる

ドイツの最大の特徴は、職業別労働市場です。歴

史的にギルドから発展した産業別や職業別労働組

合が健在で、正式な職業資格を取得しなければ、

その職に就くことができません。もちろん内部での

競争はあるものの、自由に新規参入できる市場で

はないため、一度資格を取って労働市場に入れた

ら、ある程度、職の安定を見込むことができます。

自分のキャリアを築くうえで、資格を取ることのイ

ンセンティブが非常に高いので、誰もが積極的に

教育訓練を受けにいくわけです。個人の立場で考

えると、リスキリングに取り組むのは自分への投資

です。その先のキャリアが確実に保障されるので

あれば能力開発にも熱が入りますが、雇用や賃金

の安定に結びつくかどうかわからないとなったら、

わざわざ投資する気持ちにはならないでしょう。

　これは企業の立場から見ても同様です。ジョブ

型に転換し、労働市場が流動化していくと、企業

としても人材育成投資への意欲が高まりません。

せっかく人材を育てても他社に転職されてしまえ

ば投資を回収できないからです。

　今、日本でいわれているジョブ型雇用のポイン

トは、職務内容を規定し、必要なスキルを明確に

するということです。確かに何を学べばいいか見

えるようになれば、リスキリングへの動機づけにつ

ながるかもしれませんが、肝心の投資回収の確実

性についてはまったく考慮されていません。ジョブ

型の導入は労働移動の促進とセットで語られるこ

とが多いのですが、投資回収の確実性を考えると、

人材の流動化が進むことは、むしろ人材育成が後

退するのではないかと私は懸念しています。

内部労働市場のなかでも 
できることは少なくない

　もちろん外部労働市場の活性化は必要です。し

中央大学 経済学部教授

阿部正浩氏

慶應義塾大学大学院商学研究科博
士課程単位取得退学。電力中央研
究所、一橋大学経済研究所、獨協
大学経済学部を経て、2013年から
現職。専門は労働経済学、計量経
済学、経済政策。
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　2022年、1万人の就業者・就業希望者を対象に

実施した調査では、非デジタル職の就業者の約4

割が「デジタルスキルの学び直しに関心がある」

と回答しました。ただ「現在」学んでいる人は正

社員でも約4%と少なく、学習意欲のある層を行動

につなげる機会創出が重要です。

小林：日本では企業主導型ジョブローテーション

が主流で、配属先でOJT研修を受ける。これも本

来は「学び直し」です。ただ問題は、職場におけ

る経験学習に偏っており、配属後に上司や先輩か

ら「過去のやり方」を学ぶため、将来の変化に対

応しづらいことです。

　もともと企業主導型ジョブローテーションは、主

体的な学びと相性が悪い。「仕事は運次第」という

意識がリスキリングに負の影響を与えているとい

う調査もあります。3年後、どこに配属されるかわ

からないのに、専門知識を学ぶインセンティブは

小林：リスキリング以前に、そもそも日本人の「学

ばなさ」に危機感を持っています。世界18カ国・

地域を対象とした「グローバル就業実態・成長意

識調査」（2022年・パーソル総合研究所）では、社

外学習・自己啓発を「何もやっていない」人の割合

は、全体平均18%に対して、日本は52.6%と突出

しています。

大嶋：それは衝撃的な数字ですが、必ずしも学び

たくないわけではありません。

変化の波に直面しながら、従業員の
リスキリングが進まない組織の要因とは何か。

『リスキリングは経営課題
日本企業の「学びとキャリア」考』著者の
小林祐児氏と、リクルートワークス研究所で
リスキリングの研究を進めてきた
大嶋寧子がその要因と対策を考える。

日本企業の組織的課題とは

 “世界で最も学ばない”日本人と
 “学ばせたくない”組織の
共犯関係を解消せよ

5

パーソル総合研究所
上席主任研究員

小林祐児氏

NHK 放送文化研究所に勤
務後、総合マーケティングリ
サ ー チ ファー ムを 経 て、
2015年入社。上智大学大
学院総合人間科学研究科
社会学専攻博士前期課程 
修了。近著に『リスキリング
は経営課題　日本企業の

「学びとキャリア」考』。

リクルートワークス研究所
主任研究員

大嶋 寧子
東京大学大学院農学生命
科学研究科修了後、民間シ
ンクタンク（雇用政策・家族
政策等の調査研究）、外務
省経済局（OECDに関わる
成長調整等）などを経て現
職。東京大学大学院経済
学研究科博士後期課程在
学中。
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モデル」型からいまだに脱却できていないと感じ

ます。工場モデルでは、個の自主性と多様性を尊

重し、機会や環境を整えれば、従業員は自律的に

キャリアを形成するという考え方があります。

　しかし本当に個は自律しているのか。会社や家

族という伝統的な共同体の存在感が低下したこと

で、結果的に個が浮上したにすぎず、いわば「繰

り上げ当選」のような状態なのです。

大嶋：個人の自律的なキャリア形成は10年単位で

取り組む必要がある中長期の課題ですが、リスキ

リングは数年単位で結果を出すことが求められる

緊急性の高い課題です。時間軸の異なる話が混同

されてきたことも問題です。

他者の存在が学びを加速させる

小林：「個の力」への過剰期待から脱却する打ち手

の1つは、学びの共同体化です。日本人が勤勉とさ

れ、世界上位の学力を誇っていたのは、学びにお

ける他者の同調圧力が強い風土があったから。学

校の教室でも必ず他者の存在があり、模倣や動機

づけを通じて、ともに学んできました。近年話題

の人的資本も、その蓄積には社会関係資本が密接

に関連していることがわかっています。

　個々の内面に点火すれば、おのずと燃えるから

こそ内発的動機が重要というのは「ろうそく型」動

機づけです。今必要なのは「炭火型」ではないで

しょうか。炭に熱が伝播していくように、他者との

関わりから「もらい火」的に学びの動機を高める

のが本来の姿です。

　社縁のような社会関係資本が希薄化するなか、

人がつながる場をどう設計するか。企業内大学や

ピアカウンセリング、また近年注目されている越境

学習なども選択肢の1つです。カリキュラムの充実

も重要ですが、他者の存在を設計することで、学

びの成果が数倍にもなります。

大嶋：たとえば佐賀県が実施する就業者・求職者

向けプログラミング講座は、8割の参加者が全123

時間のコースを修了していますが、これはSlackな

どに参加者のコミュニティがあり、県の担当者が

働きにくい。学びの主体性が発生しないメカニズ

ムが内包されています。

　人材投資額も低下の一途です。この30年間、我々

は非正規雇用を増やし、 人件費を抑制することで

デフレ社会を乗り越えてきました。「学びたくない」

従業員と「学ばせたくない」企業の「共犯関係」

といえます。

「個の力への過剰な期待」からは進まない

大嶋：日本独自の課題として、企業主導のリスキ

リングと個人主導の学び直しが混同されている「ね

じれの構造」があるように思います。

　リスキリングは本来「手段の手段」です。顧客ニー

ズの実現や課題解決の手段としてDXやGXがあ

り、それを人材面で実現する手段がリスキリングで

す。しかし本来の目的もわからず、学んだ結果、昇進・

昇格にどうリンクするのか示されないまま、学習機

会だけが与えられても人は学びません。政策も同

様で、「何のために学ぶのか」が不明瞭なまま、カ

リキュラムと助成を与えれば自主的に学ぶという考

えで運営されているものも少なくありません。

小林：「個の力」への過剰な期待があるんです。人

材開発の方法論が、事業計画から必要とされるス

キルを逆算し要員補充するような20世紀の「工場

Text=渡辺裕子　Photo=今村拓馬
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では、自発的な変革が起こりやすいことがわかっ

ています。

ミドルシニアのリスキリングを 
どう考えるか

大嶋：日本企業の課題の1つはミドルシニアへの

リスキリングです。研究では世代により効果的な

学習方法が異なることが指摘されていますが、こ

れを考慮しない企業が多いのではないでしょうか。

プログラミング言語を使わないノーコード開発も

普及しつつあり、「DX＝難しいもの」という発想

からの切り替えも必要です。

小林：ミドルシニアには、2つの時間軸が必要です。

短期的には、目標管理制度（MBO）などにおいて、

成果目標と行動目標に加えて学びを目標に入れる

ことも有効でしょう。いわば北風型の施策ですが、

短期的には効果的でも持続性に欠けます。1度のリ

スキリングで済むならともかく、加速する変化に対

応できる組織を作るには、時間をかけて学び続け

る文化を醸成する必要があります。

 「学ぶ」だけでなく「教える」役割を担ってもらう

ことも考えられます。具体的には企業内大学の講

師などです。

大嶋：まさに「次世代育成姿勢（ジェネラビリティ）」

ですね。働く喜びに加え育てる喜びを働く価値の

なかに組み入れることが大切です。

細やかに支援していることが大きいです。きちんと

機会とコミュニティを作れば学ぶという好例です。

　一方、企業が従業員に行うリスキリングは、企

業の都合であり、従業員にとっては苦痛である。

この前提から入ることが大事だと思います。

　成功している中小企業では、まず経営者が学ぶ

姿を見せたり、従業員の困りごとを解決するデジ

タルツールを優先して導入したりすることで、価

値を実感でき、「もっと学びたい」というマインド

を醸成しています。社員同士が学びを共有する事

例もあります。学ぶ文化の醸成には時間がかかり

ます。「美味しいワインは1年ではできない」とい

う言葉が印象的でした。

組織に埋め込まれた 
変化抑制のメカニズム

小林：多くの企業では逆で、勉強していても隠そ

うとします。意識高い系に思われたくないし、「転

職でもするの？」と裏切り者扱いされたくない。明

日から日本人が学ぶようになる唯一の方法は、「自

分以外の全員が学んでいる」状況を作ることでしょ

う。他者の学びの可視化、課題図書の設定など、

同調圧力の強さをリスキリングに応用する。そのう

えで、学ばないことも選択肢としておく。

　ただ同調圧力は諸刃の剣で、変化の抑制にもつ

ながります。学んだことを業務変革に生かそうと

すると同僚や上司を説得しなければいけない。結

果的にそれを面倒と感じて、学びを生かさず通常

業務に戻る。チームワークを重視する相互依存性

の強い組織ほど、変化抑制意識が高いことがわかっ

ています。 

　打ち手としては、「変化報酬」型と「挑戦共有」

型の施策があります。 前者は、ポストや金銭など

報酬を用意することですが、継続性がない。後者は、

変化を起こすことをよしとする文化の共有です。

大嶋：リスキリングで、もう1つ重要な視点は、柔

らかな問題意識を共有できるコミュニティの有無

です。完全には言語化されていないもやもやの段

階で、それを受け止め、対話につなげている組織
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　育成計画にはデータサイエンティストなどの専

門職だけでなく、モノづくりの現場でDXに取り組

める人財も含まれている。「現場の人財は、顧客の

課題解決の直接の担い手です。彼らは専門家にな

る必要はないものの、今や顧客のニーズに対応す

るには、テクノロジーが不可欠。手持ちのスキル

にデジタルの知識を追加するアップスキリングも

進めています」（松田氏）

　リスキリング、アップスキリングには、まずリテ

ラシーという「土台」を作る必要がある。こうした

考えから、2020年度には国内全従業員に、eラー

ニングの「デジタルリテラシーエクササイズ」も提

供し始めた。4つのステップでデジタルの基礎を身

につけてもらうコースで、ステップ1は受講必須、

ステップ2～4は推奨としている。全ステップを終

えた後、専門的・実践的なスキル習得のコースに進

むこともできる。

 「デジタル人財育成は、事業成長が起点となって

います」と、人財統括本部の小澤由加理氏は話す。

売上高の年平均成長率5～7％といった目標を達成

するには、ハードからサービスへとシフトする顧客

ニーズに応えなければならない。たとえば鉄道事

業1つとっても、故障しない車両を売るモデルから、

安全性の高い車両を運行システムと合わせてリー

スするなどして、顧客のアセットを軽くするビジネ

スモデルへと転換しつつあるという。「変化に対応

するためには、デジタルスキルであるITとOT（制

御・運用技術）、そしてビジネスを統合できる人財

を増やすことが最重要課題なのです」と、日立ア

カデミーの松田欣浩氏は説明する。

課題山積の日本社会にあっても、
独自の努力とパッションで
リスキリングを前に進める
企業や連携プロジェクトを紹介する。

3Section

半歩先行く企業のリスキリングプログラム

日立製作所

日立製作所は2024年までに、デジタル人財を
全世界で9万7000人まで増やす計画を打ち出した。
ジョブ型の人財マネジメントを通じて、
社員が必要なスキルに「気づき」、習得方法を「考え」、
実際に「行動する」仕組みを作ることで、
学びを促している。

気づき、考え、行動する
ジョブ型マネジメントで学びを促す

Text=有馬知子　Photo=日立製作所提供（25P）
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もらうことが大事なのです」（小澤氏）

管理職の意識改革に注力 
学び合いの仕組みも必要

　マネジャー層の意識改革にも注力している。

　管理職世代は、集団研修による一律的な育成手

法になじんできただけに、個別の育成に違和感を

覚える人も少なくない。「スキルをつけたら他部署

に異動してしまうかも……」という思いがよぎるの

も、上司の常だ。このため、マネジャーをサポート

するための専門サイトを設け、不安の解消や必要

な心構えの共有などに努めている。

 「管理職には、従来の一律的な育成とは違う方法

で部下を育てる必要があること、人財を過剰に抱

え込もうとせず、部署の魅力を高めて人財を集め

るよう心がけてほしいことを繰り返し伝えていま

す。ただ全員が同じ方向を向いているとはいえず、

引き続きメッセージを発信する必要があります」と、

小澤氏は語る。

 「単にプラットフォームを入れれば、自分から学ん

でくれるわけでもない」（松田氏）という課題に対

しては、社員の関心を喚起するため、映画のよう

なティザー動画や、操作方法をすぐに習得できる

マニュアルなど、さまざまな学ぶ「きっかけづくり」

を用意している。

　LXPでは、各従業員の学習履歴が公開され、ロー

ルモデルにしている先輩・上司などが何のコンテン

ツを受講したか知ることもできる。「社員がお互い

を触発しながら学び合える環境を整え、組織全体

へと学ぶ文化を拡大していきたいと考えています」

（松田氏）

　デジタル領域に限らず組織全体の「学び」の推

進力となっているのが、順次導入してきたジョブ

型人財マネジメントだ。450のポジションについて

標準ジョブディスクリプション（標準JD）を作り、

各職場の特性に合わせた「個別JD」へと細分化し

た。各ポジションに求められる能力を個別JDで可

視化し、従業員が自分に足りないスキルに「気づ

き」、それを学ぼうと「考え」、習得に向け「行動する」

ことを促す。

 「ジョブ型人財マネジメントの狙いは、自律的な人

財と組織・文化を作ることです」（小澤氏）

のべ3万人がデジタル研修を受講 
社員が学びをカスタマイズ

　同社では2022年度、のべ3万人がデジタル関連

の研修を受講した。2022年10月からは、全従業

員に「学び放題」のeラーニングを提供するプラッ

トフォーム「LXP」も導入した。自分の学びたい

スキルを登録すると、AIが習得に最適なコンテン

ツを推薦してくれる仕組みだ。

　LXPには社内研修のほか、オンライン学習プラッ

トフォームのLinkedIn Learningのコンテンツや

推奨するWeb記事、書籍なども掲載。3分程度の

動画や30秒～1分で読める記事も多い。すき間時

間で学びたい、明日使う資料を改善する方法を手

早く知りたい、といったニーズにも対応し、社員自

身が学びをカスタマイズできるようにしている。

 「今後はデジタル人財に限らず、グリーンエネル

ギーの分野などでも新たなスキルが必要になるで

しょう。社員にはいかなる変化にも対応できるよう、

新しいことを前向きに学び続ける力を身につけて

日立アカデミー 事業戦略本部

松田欣浩氏

人財統括本部グローバル人財開発部

小澤由加理氏

＊日立製作所の表記に則り、「人材」を「人財」と表記しています。
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スキルを身につけようとしてこそ、学びへの主体的

なコミットが生まれる。その結果、組織の『人財力』

や生産性も高まるのです」

　2021年1月に役員・管理職へ、翌年1月に全社

員に対して職務等級制度、いわゆるジョブ型マネ

ジメントを導入したのも、社員の「主体性に火を

つける」ためだった。

　同社の職務等級制度の特徴は、約1400ものポス

トについて職務記述書（JD）を作成し、そのすべて

を公表していることだ。一般社員に関してはある

程度共通化されているが、管理職以上には基本的

に、一つひとつのポストに異なるJDが作られ、社

長のJDもある。

 「JDを『職務等級を決めるツール』とみなす企業

もあります。しかし当社では、各ポストに必要な経

験やスキルセットを細かく定めることが、具体的に

何を学ぶべきかという気づきを社員に与えると考

えています。それは、キャリア自律の第一歩なの

　日本企業の多くは従来、「次の職位に進むにはこ

の資格が必要」「課長昇進にはTOEIC何点以上」

など、昇進・昇格の条件としてさまざまな資格要件

を求めてきた。過去にはアフラックも、こうした企

業の1つだったという。

社員の主体性に火をつける 
1400 種類の JD を作成

　しかし、人事制度改革を牽引してきた執行役員

の伊藤道博氏は、「会社から学びを押しつければ、

社員は言われたことだけ学べばいい、と思うように

なります。それでは時代に合ったスキルも身につ

かず、組織としての競争力も生み出しません」と

強調する。

 「社員がキャリアの主導権を握り、自発的意思で

アフラック生命保険

アフラック生命保険は、どんなキャリアを目指すのか、
そのために必要なスキルや実務経験をいつ、
どのように身につけるかなどを、
社員自ら決められる組織を作り出そうとしている。
自発的意思こそ生産性向上の起点になる、
という認識からだ。

成長の起点となる“いつ何を学ぶか”
社員の主体性に期待

同社では、顧客エンゲージメントの向上や商品・サービスの提供スピードの向上など、従来の機能別の組織の枠組み
を超えて、機能横断チームを組成し活動できる「アジャイル型」の働き方を推進する。その拠点となるのが、本社に
設置されたアジャイルベースだ。スキルの獲得と実践で試行錯誤できる場が両輪となってビジネスの変革を促す。

Text=有馬知子　Photo=アフラック提供（26P）、刑部友康（28P）
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上司の関与が不可欠 
部下育成が評価基準に

　伊藤氏はまた「上司であるマネジャーが関わら

ないと、自発的な学びはうまく機能しない」とも指

摘する。CDPも通常は、1on1などで上司のアドバ

イスを受けながら作成する。

　通学や講座受講の際に、同僚に迷惑がかからな

いよう業務を調整するにも、上司の関与は欠かせ

ない。また上司に目指すキャリアや積みたい業務

経験を伝えていれば、成長に結びつきそうな仕事

にアサインされる可能性も生まれる。

 「スキルの7割は経験によって培われるといわれ、

上司にどのような業務をアサインしてもらうかは、

キャリア実現の重要なファクターです。業務終了

後に上司と振り返りを行い、PDCAサイクルを回

すことも、本人の成長を促します」

　部下の学びを上司が支える、という関係性を作

るため、マネジャーには研修などを通じて「なぜ

主体的なキャリア形成が必要か」「なぜ個別の育成

が重要か」を繰り返し伝えているという。管理職

の人事評価にも「部下の育成」を基準の1つとして

加えている。

約3 割をDX人財に 
人的投資を支える「信念」

　人事制度改革にあたっては社員から「絶対にキャ

リアアップを目指さなければいけないのか」という

問い合わせもあったという。伊藤氏は、昇進を目

指さずとも現場で顧客と向き合っていたい、と考

える社員も「大切にすべき人財」だと強調しつつ

も、「ポストにとどまることと、安住することは違う。

社会の変化で業務が刻刻と変わるなか、たとえ同

じポストで働き続けるにしても、今の時代に何が

必要か考え学び続ける必要はあります」。

　社員主導のキャリア形成を推進する同社だが、

デジタルの領域に関しては「2024年末までに社員

です」

　JDを明示することで、社員の多くは目指すポス

トのスキルセットを参照し、自分には何のスキルや

業務経験が不足しているかを「棚卸し」し始める。

足りない要素が見えてくれば、それを身につける

ためにいつ、どのようなスキル・知識を習得するか

という道筋についても、おのずと考えるようにな

る。同社では、この道筋を言語化するツールとし

て「キャリア開発計画書（CDP）」を用意している。

9 割がキャリア自律を意識 
学ぶ費用を最大10万円支援

　CDPの作成は強制ではなく任意だが、約1年で

5割ほどの社員が計画書を作成し、4 割は作成の意

思を示した。社員からは「CDPを書きたいが、何

を学ぶべきか決められない」「将来目指す姿がまだ

見えてこない」といった悩みや戸惑いの声も上がっ

ているというが、それも前向きな変化の1つだと、

伊藤氏は捉えている。

 「大切なのは、自分の将来ありたい姿を考えること

で、その過程で迷ったり、もやもやしたりしてもい

い。社員の9割が、程度の差はあれ『自らキャリア

を決める』という意識を持つようになったことは、

人財力の底上げが始まっていることの表れだと考

えています」

　キャリア自律への意識づけと、両輪で取り組ん

でいるのが、学びに向かう社員へ多様なサポート

を提供することだ。CDPが起点になると特に「パー

ソナライズされた育成」が必要だという考えから、

社外でのビジネススクールや資格取得など自由に

活用できる費用を年間最大10万円まで支援する制

度も設けている。「社会人大学院の授業に間に合う

よう、夕方早めに退勤したい」といった要望にも、

コアタイムなしのスーパーフレックスなどで対応し

ている。同時に社内でも、目指すキャリアに必要

な実務経験を積めるよう、ジョブポスティング（社

内公募）制度の拡充などを進めている。
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ン事業と工場・プラントのオートメーション事業と

いう2つの主力事業部内にも人財育成の仕組みが

あるほか、技術開発に関しては、教育を担う委員

会を置いている。さらに2022年からは「全社員を

DX人財にする」との目標を掲げ、専門の育成チー

ムも設けるという手厚さだ。 

 「『学習する企業体』は、ただ研修が多い会社、た

　アズビルは2012年、「学習する企業体」という

経営方針を掲げ、人事部から独立した人財育成の

専門部署として「アズビル・アカデミー」を設置した。

アカデミーに加えて、ビルディングオートメーショ

アズビル

計測・制御機器製造のアズビルは、
人財育成の専門部署に加えて、各事業部内にも
教育委員会を置き、きめ細かい学びを提供している。
かつて多くの社員が大規模な人事異動によって
リスキリングを経験したことも、「学ばなければ」という
危機感の醸成につながったという。 

企業戦略に「学習」を掲げ、人材育成を
社内アカデミーと事業部両輪で実施

えるスキルが必要なのです」

　1500人もの社員に、こうした手厚い研修を実施

するのは、「手間もお金もかかる」（伊藤氏）という。

人財育成に投資をしても、利益率が上昇する、と

いった目に見える成果を実測するのは極めて難し

い。「当社は、人財育成と短期的なアウトカムを結

びつけようとは考えていません。当社の人的資本

投資を支えているのは、社員を育てれば、社員も

会社の期待に応え、その結果業績も伸び、顧客の

負託にも応えられるという『信念』なのです」

の約3割をDX人財にする」という経営目標を設定

し、会社主導で戦略的に育成している。

　育成にあたっては、本人の希望や上司の推薦な

どによって段階的に約1500人の対象者を選出。開

発などを担う「テック人財」に加え、営業や契約サー

ビス部門などの社員を「ハイブリッド人財」として

養成しようとしている。

 「これからは現場の社員にも、テクノロジーの基

礎知識やデザイン思考が必要。これらを活用して

顧客にデジタル技術を通じた課題解決策を提案し、

テック人財と共通言語でやりとりしながらそれを実

現していくことが求められます」

　トレーニングの内容も、プロのコーチがついて

データ分析などを学んだり、新しいデジタルツー

ルを考え上司へプレゼンテーションしたりと、演習

形式のプログラムが主体になっているという。「ビ

ジネスの変革には、うわべだけではない本当に使
執行役員

伊藤道博氏

＊アフラックの表記に則り、「人材」
を「人財」と表記しています。
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設立などを通じて学びの必要性を強力に訴えてき

た結果、ベテラン勢を含め多くの社員が新しいス

キルや能力を身につけ、組織としての成長にもつ

ながったのではないかと分析する。 

　同社では10年ほど前、組織改正に伴い数百人単

位の大規模な人事異動があり、対象となった社員

たちは、新たな仕事に就くためリスキリングを経験

した。「『学ばなければ仕事にならない』と身をもっ

て知った社員たちが、現在ベテランとなっている

ことも要因の1つかもしれません」 

　さらにこの人事異動は、多くの社員が「新しく

職場に加わったメンバーに、仕事を正確かつ効率

的に伝える」ことの重要性に気づくきっかけにも

なった。このとき培われた「伝える」意識は、委

員会のコンテンツ作成や、ベテランの技能をデジ

タル化して伝える取り組みなどの形で今も生きて

いる。「将来的にはデジタル化した技能をそのまま

の形で残すのではなく、AIによって時代に合わせ

た技術へとブラッシュアップして伝えることもでき

るようになるのでは、と期待しています」

くさん勉強をする企業という意味ではありません。

社員一人ひとりが環境適応の必要性を認識し、自

ら変革しなければならないという意識を持って、

継続的に体質を強化できる企業体を意味していま

す。そのため学ぶだけでなく、それを現場で実践

することを重視しています」と、アカデミー学長の

荻野明子氏は説明する。 

　アカデミーは新人研修や、2～5年目の若手社員

への定期研修、階層別研修など、全社員共通のト

レーニングを担う。2022年には、海外の現地法人

も含めた全組織に教育プラットフォームを導入し、

さまざまなコンテンツも提供し始めた。 

　一方で各事業部内の委員会は、現場の実態を踏

まえて事業活動に必要な人財像やスキルセットを

考え、トレーニングを企画・実行するというように

役割を分担している。各委員会でも、それぞれの

職場で必要なスキルを学べる動画を作成し、アカ

デミーのプラットフォームを通じて社員に提供して

いる。提供された動画の数は、既に300を超えた

という。 

　各委員会にはアカデミーのメンバーも参加し

て、進捗状況を把握し、必要な情報を共有してい

る。プラットフォーム向けコンテンツの作成や掲載

も、アカデミーがサポート。各委員会から「この部

分はアカデミーで共通教育として実施してほしい」

といったリクエストを受けて、研修を企画すること

もある。 

ミドルシニアの危機感醸成  
大規模異動でリスキリング 

　同社は国内社員約5200人のうち、50代以上の

ミドルシニア層が47％を占める。一方、2022年度

のROE（自己資本利益率）は10.7％と、2021年度

の東証プライム上場企業の平均値（9.7％）を上回っ

た。中高年層の労働生産性を高めることに苦心す

る企業も多いなか、ミドルシニアの多いアズビルが、

高い利益率を維持しているのはなぜか。 

　荻野氏は、経営トップが経営方針やアカデミー
アズビル・アカデミー学長

荻野明子氏

アズビル・アカデミーでの研修風景。

Text=有馬知子　Photo=アズビル提供（29P）

＊アズビルの表記に則り、「人材」を
「人財」と表記しています。
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チャーの醸成を推進してきた山岸美恵野氏は、「当

社の技術に限らず次々と新しいデジタル技術が現

れる時代が来ました。変化に対応するには、専門

知識を持つベテラン社員であっても、常に学び続

ける必要があるのです」と説明する。

　ラーニングチームが人事ではなく、営業部門に

紐づいている点も同社の特徴だ。「営業のメンバー

は、マーケティングや顧客に製品情報を提供する

プリセールス、さらにシステム導入支援などを通

じて顧客と直接関わります。このため、セールス

に直結する人材のスキルシフトにフォーカスしまし

た」（山岸氏）

　またナデラ氏が2019年、社会のすべての人がテ

クノロジーを活用する力を備え、その恩恵を受ける

べきだとする「Tech Intensity」の考え方を打ち

出したことも、専門のエンジニアだけでなく営業メ

ンバーのリスキリングを進めるトリガーになった。

学ぶ文化醸成には現地化も必要 
すべてのテキストを日本語訳

　同社はジョブ型の人事管理を採用しており、各

職務（ロール）に求められる責任とスキルが明確だ。

ラーニングチームは全世界の営業部門にある140

　同社のリスキリングの起点は、ナデラ氏の強力

なリーダーシップだ。ナデラ氏は事業転換とともに、

新規採用と既存社員の能力開発によって、社員の7

割をクラウド人材にするという目標を掲げた。それ

に向けてスキル習得に必要なトレーニングの開発・

実施を担う「Worldwide Learning」チームを立

ち上げ、2019年にはラーニングを加速させるため、

世界14拠点にCLOというポジションも設けた。

　ナデラ氏が伸び悩んでいた業績を再び成長軌道に

乗せるため、最も重視したのが失敗を恐れず新しい

ことに挑戦する「グロースマインドセット」だ。組

織内に広がっていた「Know it All」（自分は全部知っ

ている、それゆえに失敗はできない）という意識を

「Learn it All」（すべて学ぼう）へと変えようとした。

　前任のCLOとともに日本法人のラーニングカル

日本マイクロソフト

マイクロソフトは2014年に就任した
サティア・ナデラCEOのもと、
クラウドビジネスへの事業転換を進めてきた。
新たな領域へ軸足を移すにあたって、
学びの専門チームと舵取り役を務める
チーフラーニングオフィサー（CLO）を新設し、
社員を学びに向かわせる風土を醸成している。

 「全部知っている」から「すべて学ぼう」へ
日本の全社員が資格取得に挑戦

「 社 員 全 員 でAZ-900
を取得しましょう」コ
ンテスト時、社内試験
会場を宣伝していたポ
スター。コンテストの
結果発表会、社内カ
フェテリアでの立食
パーティも開催された。

Text=有馬知子　Photo=日本マイクロソフト提供（30〜32P）
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すステッカーやTシャツなどのグッズを作り、合

格者を「すごいね！」と称賛する空気を生み出す

ことにも努めた。学ばないことを責めるより成果を

褒められたほうが、やる気が高まるだろうと考えた。

社員たちが独自に職場に勉強会を立ち上げるなど

の取り組みも生まれ、社員2500人のうち1361人

がAzureの基礎資格の取得を果たした。

　全社的な挑戦を通じて、学びに特別前向きでも

消極的でもない中間層の社員にも「学ばなければ」

というナデラ氏の危機感が共有された。ラーニン

グへの熱意がそれほど高くなかった役員も、資格

を取ることで自分の視野が広がるといった学びの

効果を実感するようになった。この結果、経営トッ

プ層と一般社員という、上と下からの意識改革が

進んだという。

　また、同社には以前から「他者の成功への貢献」

が人事の評価基準に盛り込まれ、助け合いを評価

する組織風土があった。山岸氏は、「ラーニングカ

ルチャーを根付かせるうえで、この風土が大きな

役割を果たした」と指摘する。「大人の学習は、一

方通行ではなく他者のベストプラクティスを共有

し学び合うことが重要。他者への貢献を重んじる

風土があったからこそ、各職場での勉強会などの

取り組みが自然発生的に生まれたのだと思います」

多業種の DX ニーズに応える 
学ばなければ生き残れない

　全世界に置かれたCLOの役割は、社員のリスキ

のロールについて、クラウド事業へのシフトに対応

するため何を学ぶべきかというトレーニングプラン

を策定している。プランには、その年の事業目標

や現場である各部門の意見も反映させている。

　ただ本社の提供するトレーニングが、現地法人

にそのままマッチするとは限らない。「学びのカル

チャーを各国・地域の法人に根付かせるには、言語

や習慣・文化に合わせて、研修内容をカスタマイズ

する必要があります」（山岸氏）

　特に日本法人のボトルネックになったのは言語

だ。多くの社員は英語を不自由なく使えるとはい

え、英語は非母国語であるため、日本語に比べれ

ば読み書きに時間もかかる。学びへの関心があっ

ても、トレーニングで使われる言語や研修に関連

するメールの文面までがすべて英語であることに

負担を感じ、ついスルーしてしまいがちだった。そ

こで山岸氏のチームは、研修内容やリマインドメー

ルなどリスキリング関連のコンテンツをすべて日本

語に翻訳した。こうした努力の結果、日本の研修

受講者は、他国・地域の法人に比べて満足度が高

いという調査結果も出た。

全社員がクラウドの基礎知識習得 
役員の意識改革にも効果

　さらに日本法人では、独自の取り組みとして営

業以外も含めた全社員が、自社のクラウドサービ

ス「Microsoft Azure」の基礎的な認定資格を取

得するという目標を掲げた。「組織全体の学ぶ文化

を盛り上げることが狙いですが、Azureやクラウ

ドの基礎知識は、間接部門などの社員にも役立つ

とも考えました。意味もわからず命じられた仕事を

こなすより、自分の業務と技術の関連性を理解し

ていたほうが、アウトプットの質も高まるはずです」

（山岸氏）

　目標達成に向けて、ラーニングチームは資格取

得に役立つトレーニングの情報や、実際に取った

人の「こんな役に立った」という体験談などを、

隔週のメールマガジンで発信した。資格取得を示

ステッカーやTシャツ
などさまざまなグッズ
を制作。社内勉強会で
は全員でTシャツを着
用し、楽しみながら学
ぶチームもある。
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プロフェッショナルスキル開発本部
フィールドイネーブルメントマネージャー

山岸美恵野氏

執行役員
チーフラーニングオフィサー（CLO）

プロフェッショナルスキル開発本部長

姜 希仙氏

ングチームが何度も受講の催促メールを送る場面

も多かったが、次第に催促されなくとも、各部署

が自主的にメンバーへ受講を呼びかけるようにな

り、「推奨」であっても自発的に受けてもらえるよ

うになった。

トップの学ぶ姿勢も大事 
課題は学ぶ時間の捻出

 「国内外のリーダーたちが自ら学ぶ姿勢を示してい

ることも、文化の醸成に大きな役割を果たしてい

る」と姜氏は指摘する。「社長の津坂美樹は2023

年2月の就任以降、熱心に勉強して内容を周囲に

シェアしていますし、米本社の役員や各現地法人

トップも、学んだ内容を顧客のために役立てよう、

というマインドを持っています。トップが学ぶので、

部下も『やらない』とは言えません」

　課題は多忙な業務のなか、学ぶ時間を捻出する

ことだ。隔週木曜日の午後を「ラーニングサーズ

デー」として、カレンダーの予定をあらかじめ押

さえ、勉強会やセッションなどを開いている。また

TikTokなど数秒から数十秒のコンテンツに慣れ

た若い世代は、短い時間に圧縮して学びたいとい

う希望も強いため、短時間で学べるeラーニングの

コンテンツも提供している。「限られた就業時間に、

仕事だけでなくスキル習得のための学びもこなし

ていくには、本人が『本当に今この時やらなけれ

ばならないのは何か』という優先順位を明確にす

ることが大事です」とも、姜氏は強調する。上司

が、部下の意向を踏まえて仕事の無駄を省いたり、

時には業務を一部削って学びに充てたりといった

柔軟な対応も必要だ。「部下のキャリアも踏まえて

チームをリードできるよう、マネジャーのリスキリ

ングも今後、重要になってくるでしょう」（姜氏）

リングにとどまらない。2023年1月に日本のCLO

に就任した姜希仙氏によると、社内だけでなく、

顧客企業のデジタルスキル獲得をサポートするこ

とも含まれるという。会社組織を超えて政府など

国の意思決定者と協働し、ラーニングを通じて社

会や地域の課題解決に貢献することも、CLOへの

期待値とされている。

　社員にトレーニングを提供する際には、デジタ

ル関連の専門知識やスキルだけでなく、幅広い業

種のDXの実態を把握し、顧客の変化を踏まえた

学びを盛り込む。「かつて当社の顧客は主にIT企

業で、営業社員の仕事はIT業界の社員とのコミュ

ニケーションが中心でした。しかし今は金融業や

製造業などあらゆる業種でDXが進行し、顧客も

多様化しています」（姜氏）

　このため米本社のラーニングチームは、世界各

国の事業部門から、さまざまな業種のDXの進捗

状況などを吸い上げ、トレーニングプログラムを

開発している。姜氏らCLOが本社へ各国・地域の

意見をフィードバックし、内容のブラッシュアップ

に役立ててもらうこともある。

　営業人材には、クラウドの知識に加えて顧客の

ニーズを聞き取る傾聴力、解決策を提案するため

のコミュニケーション力なども求められるように

なった。まさに「Learn it All」のマインドで学び

続けることが必要なのだ。「自分に足りないものを

学ぶ能動的な思考なしには、当社で仕事を続ける

ことすら難しい。学ぶことで本人がアドバンテージ

を得るというより、学ばなければ生き残れない時

代が来ています」（姜氏）

　全社員の資格取得などの仕掛けが功を奏し、日

本法人には学ぶ文化が着実に定着しつつある。数

年前は「受講必須」のプログラムが多く、ラーニ
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組織の枠を超えた連携プログラム

でじたる女子活躍推進
コンソーシアム

女性をデジタル人材として育て、
就労を支援するプログラムが、
SAPジャパンなどを幹事とした
コンソーシアムによって日本全国の自治体や
企業を巻き込んで進行中だ。
既に300人以上のデジタル人材を世に送り出した
このプログラムの成功の要諦とは。 

雇用側のニーズを
前提に人材育成
女性の自立と地方経済の
活性化を目指す

も若手人材も既にIT業界での活用は進み、働き手

を増やすリソースとしてもはや期待しにくい。潜在

的な人材として注目したのが女性だった。「女性は

家庭の状況によって未就業だったり、フルタイム

で働けなかったりで、非正規の低賃金の雇用に甘

んじているケースが多いのが現状です。そうした

女性たちをデジタル領域で活躍できる人材に育て

ることで、SAPのビジネスにも、日本の社会課題

の解決にもつなげられるのではと思いました」と、

SAPジャパンのエバンジェリスト、吉越輝信氏は

説明する。

　でじたる女子は教育から雇用の創出までを一貫

して行い（下図）、「雇用機会を作るところからス

タートする点」（吉越氏）が最大の特徴だ。同様の

プロジェクトの課題は、学んだもののそれを発揮

できる場がないこと。まずは就労機会を提供して

くれる企業と連携し、そこで求められるスキルを特

定してカリキュラムを作成する。そのうえで女性の

自立・活躍支援に取り組む地方自治体などとの連携

のなかで、デジタルを学びたい女性を集め育成す

るプロセスをとっている。そのため、就労後のスキ

ルギャップが小さいという。

　愛媛県を皮切りに沖縄市、糸満市、鹿児島市、奈

良県など複数の自治体で取り組みが始まっている。

 「でじたる女子活躍推進コンソーシアム（以下、で

じたる女子）」は、女性のデジタル人材育成・就労

プログラム「RPA女子」を手がけてきたMAIAと、

困窮者向けに無担保少額融資を行うグラミン銀行

の日本法人グラミン日本、SAPジャパンを幹事と

して2022年に設立された。女性を対象としたデジ

タルのリスキリング教育によって、女性の経済的

自立を促進し、地方経済の活性化も目指す。

　一方、IT業界の人手不足は深刻で、SAPも顧

客からサービスを導入しても運用する人材が足り

ないという課題を聞いていた。ミドル以上の人材

でじたる女子活躍推進プログラムの流れ 出所：SAPジャパン資料より編集部作成

就労企業の
開拓

参加者の
募集

オンラインでの
ITスキル、
マインドセットの
学習

キャリア
カウンセリング

ワーク
シェアリング型
OJT

多様な
就労機会を
提供

●就労先は、SAPパー
トナー、全国の企
業、自治体など

●ニーズをヒアリング
し学習カリキュラム
を作成

●募集は全国自治体、
地域コミュニティ・
支援団体などを通
じて
●必要に応じてグラミ
ン日本が学習費用
を融資

●学習プログラムは
MAIA提供

●地方自治体がコミュ
ニティ化を支援

●修了後、キャリアカ
ウンセリングを受け
て「でじたる女子」
として登録
●案件の紹介

●数人のチームで1つ
の案件に携わる

●即戦力として働く
前のソフトラン
ディング

●時給1500円程度で
のスタートが多い

●正社員、副業・兼業、
フリーランス、起業
など多様な選択肢

Text=入倉由理子　Photo=SAP提供（34P）
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SAPジャパン エバンジェリスト

吉越輝信氏

120時間以下の就労を希望する人が8割だという。

 「そうした女性側の状況を考慮し、修了後の就業の

多くがオンラインで働くことを前提とする、フリーラ

ンスでの業務委託契約となります。そのため、グラ

ミン銀行による金融講座を含め、独り立ちして稼ぐ

ことの姿勢や責任も学んでもらいます」

　MAIAの「RPA女子」と合わせると、これまで

2000人程度が参加。20代〜60代と幅広い層で、「語

学が非常に堪能な人など、その能力の高さに驚く」

（吉越氏）という。修了率は約7割。これは全体を

ならした数字で、なかには脱落者1人という高い

修了率を誇る自治体もあった。「オンラインでの学

びは孤独に陥りがちです。チャットツールの活用、

イベントやオフ会の開催などによって参加者のコ

ミュニティ化がうまくいくとぐっと修了率が上がり

ます。だからこそ、自治体の方には最初は無理せず、

丁寧に対応できる20〜30人程度のスモールスター

トにすることを提案しています」

　修了後の就業支援もきめ細かだ。MAIAの社員

がプロジェクトマネジャーとなり、数人のチームを

組み、シフト制で1つの運用案件に携わる「ワーク

シェアリング型 OJT」を採用している。「プログラ

ムを修了してすぐ即戦力として働くには、仕事を提

供する企業にも本人にも不安があります。そこで

チームで業務にあたり、プロジェクトマネジャーや

先輩の指導を受けて独り立ちを目指していきます」

　現在は、就業機会の提供は都市部の大手企業が

多いが、今後は地域の企業を開拓し、地域の経済

や産業の活性化にも寄与したいと吉越氏は話す。

「日々の業務に向き合うことで社会課題の解決につ

なげるというのがSAPのありたい姿です。それを

体現できるプロジェクトだと考えています」

コミュニティ化によって
修了率が劇的にアップ

　プログラムは4カ月、160時間程度。すべてオン

ラインのオンデマンド形式で、最後の修了テスト

に合格して卒業となる。合格しなかった場合は、1

度だけ1カ月延長ができる。「スキルの獲得と同時

に、期限をしっかり守って仕事をするトレーニング

も含んでいます」

　マインドセットの醸成にも力を入れる。MAIAの

プログラムに参加してきた女性1000人へのアンケー

トによれば、5割はオフィスへの常駐が難しく、月

SAP
チーフ・ラーニング・オフィサー

マックス・ヴェッセル氏

　2022年11月、SAPは、2025年

1年間で全世界の200万人をデジ

タルスキルでリスキリング、アッ

プスキリングすると発表しました。

既に社員向け、パートナー向けの

オンライン学習プラットフォーム

を社外に広く開放しているのに加

え、無償で提供するトレーニング

や資格取得機会を増やす予定で

す。SAPのプラットフォームを

使って開発・運用するパートナー

企業は、常にエンジニア不足に

悩んでいます。同時に、働く人々

の人生もキャリアも延びている時

代、企業がリスキリングを支援す

る役割を担うべきなのです。

　社会課題の解決により大きなイ

ンパクトをもたらすために、SAP

は、より少ない、より一貫した名

称でIT業界のスキル標準を作ろう

としています。たとえば、スキル

の数を7000から1700に減らすな

どです。企業によってスキルの呼

称が異なれば、ポータブルスキル

として活用することが難しくなる

し、企業にとってもどのスキルを

持った人材を採用すべきかを見極

める難度が上がります。スキルの

透明性が高まると、学習によって

IT業界に流入する人が増えます。

IT企業、そのパートナー企業、働

く人々すべてに恩恵がもたらされ

ると信じています。

　これまでは、学歴や職歴などで

採用するいわば“非能力主義社会”

でした。スキルの可視化・標準化

とそれを学べるプラットフォーム

を学びたい人すべてに提供するこ

とで、本当の“能力主義社会”を実

現することを目指しています。

社会課題解決のためのイニシアチブは、
SAPのグローバルレベルでも積極的だ。その目的を

SAPのチーフ・ラーニング・オフィサーに聞く。

全世界200万人の
リスキリングを目指す
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フルタイムで働けない

女性は非正規の不安定

な雇用に甘んじる傾向

がある。「リモートワー

クや働く時間の柔軟性

が高い新しい就労のあ

り方を提案するモデル

ケースとして取り組み

を始めました」と、同

課長の髙瀨浩一氏は説明する。

　2022年度は33人が修了。既に

企業から業務委託を受けるなどし

て働く女性も出てきた。2023年度

は100人、2024年度は375人と、3

年間で500人の修了を目指す。参

加者は、20代から50代までと幅広

く、正規、非正規、自営業、無就

労などさまざま。「特定の層向けで

はなく、あらゆる層の人に参加して

ほしいと考えています」（髙瀨氏）

　カリキュラムの作成や講座の提

供、雇用先の開拓はコンソーシア

ム側が担い、県側はプロジェクトを

広く知ってもらうための広報を担当

する。2023年度は、TV番組、Web

広告のほか、県内各地で現地説明

会を開くなど、県域全体への浸透

を図っている。

　さらに、初年度の参加者の様子

　愛媛県は、人口減少が進むなか、

デジタル技術によって行政、暮らし、

産業のDXを目指すデジタル総合戦

略を2021年3月に策定した。戦略

の実践のためにはデジタル人材が

欠かせない。県では2022年度から

本格的にデジタル人材の育成・確保

に取り組み、首都圏や海外（ネパー

ル）からの高度IT人材の誘致や若年

者をはじめとするデジタル人材の

裾野拡大などを進めている。同時

に、人材の獲得競争が激しいなか、

県内企業で働く人材のリスキリン

グも必要と感じているという。

　とはいえ「県民のニーズを踏ま

えた施策の導入が必要」（愛媛県庁

産業人材課の石丸隆雄氏）というな

かで、県のデジタルシフト推進課

が2022年6月に踏み切ったのが、

でじたる女子のプロジェクトの3年

間の実証実験だった。シングルマ

ザーで収入の当てが自分以外にな

くて困っている人、子育てに専念中

だが社会とのつながりを求めてい

る人、子育てが一段落して働きた

いがキャリアのブランクがある人、

長く働くために成長産業に挑戦し

たい人など、県内にはさまざまな

ニーズを持つ女性がいる。一方で、

から、長期間オンラインで学ぶこと

のハードルの高さを感じたため、「e

ラーニングサポート」として学習の

進捗共有会や交流会の開催、修了

生向けのコミュニティづくりなども

支援している。

　同時に、正社員就業のためのデ

ジタル人材育成プログラムも並走

する。目指すのはシームレスに多

様な働き方を行き来できる社会だ。

「でじたる女子プログラムを修了し、

リモートワークで仕事を始めて環

境が整ったら正社員で働いてもい

いし、自由な働き方を求めてフリー

ランスになってもいい。女性がそれ

ぞれのライフステージや希望に合

わせて働ける環境を愛媛県のなか

に用意し、活躍し続けてもらうこと

を期待しています」（髙瀨氏）

自治体の第1号として、
でじたる女子との連携協定を2022年6月に結んだ愛媛県。

課題感と目的、2年目を迎えた現在の手応えを聞いた。

「でじたる女子」で新しい働き方を提案
広報と学習支援に力を注ぐ

愛媛県

Column

学びの継続にはコミュニティづくりが欠
かせない。愛媛県も支援を拡充している。

Text=入倉由理子　Photo=愛媛県提供
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して参加するだけに、なんとか成長していい仕事

に就きたい、収入を増やしたいという意欲の高い

人が多いです」

　受講者を対象とした調査によると、回答者の

74％が、6カ月以内に昇給や昇格、新しい職を得

るなどのポジティブな効果があったという。

退役軍人の転身を支援 
協働し社会変革起こす

　同プログラムは、退役軍人やその家族のキャリ

アチェンジにも活用されている。米労働省やNPO

と連携して、退役軍人らにデジタル技術のトレー

ニングを実施し、企業でのインターンシップも経

験してもらう。日本国内にある米軍基地でも実施

されている。

　Grow with Googleには同プログラム以外にも、

経営者が組織変革のプロセスを学べる講座や、EC

初心者を対象にした「はじめてのeコマース」など、

非常に多彩なトレーニングがある。日本では2019

年にサービスが始まり、大阪府と連携して就職を

目指す若者に研修を提供するなど、自治体との協

働事業にも取り組んだ。「世界中の教育機関や商工

会議所、行政やNPOなどと協力して、社会に変革

を起こしたい。最大の目的は社会貢献ですが、よ

り多くの人がデジタル技術を使いこなせるようにな

れば、将来的にGoogleにも還元があると考えてい

ます」と、ジュヴェルバー氏は語った。

　Grow with Googleは米国で開始され、現在は

世界80カ国以上で展開されている。事業の発端と

なったのは、社内の非大卒人材を、システム保守

などITサポートのプロに育成するための研修だっ

た。「トレーニングが非常にうまくいって、多くの

人材をアップスキルできました。そこでこの仕組み

を世界へシェアし、社会課題の解決に活用したい

と考えたのです」

　特に着目したのが、非大卒者の就職問題だ。米

国では、3万5000ドル以上の年収を得られる職

業の75％を大卒者が占める。しかし大卒者は国民

の3分の1にとどまり、それ以外の人々は学歴に

阻まれて、キャリアのスタートラインに立つこと

すら難しかった。サイバーセキュリティやデータ

分析、ユーザーエクスペリエンスなどデジタル領

域のプロになれば、非大卒でも高収入の道が開け

る。このため同社はデジタル技術を学べる「Career 

Certificates プログラム」を開発し、Grow with 

Googleで提供を始めた。

　受講者は3 ～6カ月かけて100時間超の講座を受

け、試験に合格すると「認定証」を得られる。認

定証によってスキルが証明されるため、就職活動

や昇進も有利に進められる。受講者の多くは低所

得者で、ラテン系やアフリカ系、アジア系の人々

が55％を占める。「プログラムを完了し試験に合格

するには、かなりの勉強が必要です。それを承知

Grow with Google

Googleは2017年、一般市民にデジタル関連の
教育プログラムを提供する「Grow with Google」を
立ち上げ、2022年までに全世界で9000万人、
日本でも1000万人がトレーニングを受けた。
事業のファウンダーであるリサ・ジュヴェルバー氏に、
全世界でリスキリングに取り組む狙いを聞いた。

9000万人にデジタル教育提供
非大卒者に高収入の道を開く

Google

リサ・ジュヴェルバー氏

Text=有馬知子　Photo=Google提供
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ンも高まります」

進む、成長領域への 
企業内での人材シフト

　7万人の会員の多くは主に、自治体や企業など参

画パートナーからの情報をきっかけにコンソーシ

アムに登録しているが、実際に登録し、活用した

会員がSNSでコンソーシアムについて発信し、そ

のフォロワーが一気に会員登録することも珍しくな

いという。

　当初は個人会員のみ受け入れていたが、2023年

7月には団体会員も設けた。企業や自治体から、社

員・職員へ一括でプログラムを提供したいという要

望が多かったためだ。「これは、組織内で人材を成

長領域へシフトさせたい、という意向を持つ企業・

団体が増えていることの表れです」

　働く側にも、スキルをてこに自らキャリアを築き

たいというニーズが高まっており、「データ分析の研

修を受けた後、スキルを生かせる部署への異動を打

診中」（30代女性）といった受講者も現れつつある。

　一方で岡村氏は課題について、次のように述べ

た。「スキルを身につければ転職や希望部署への異

動が実現するという『出口』がなければ、受講意

欲を高めるのは難しい。雇用の流動化に加え、ジョ

ブ型マネジメントやジョブポスティングなどを通じ

て組織内にも『出口』を作ることで、人材シフト

はさらに加速するはずです」

　政府は2022年度からの5年間で、デジタル人材

を230万人増やすという目標を掲げている。デジ

タル人材は量的に不足しているだけでなく、IT企

業や大都市圏に偏在し、中小企業や地方に行きわ

たらないなど多くの課題を抱えている。こうしたな

か、同コンソーシアムは2022年6月、49の団体が

参画して発足した。主幹事のGoogleから派遣され、

コンソーシアムを統括する岡村有人氏は「地方や

中小企業へ広くアプローチするには、幅広い業種

の企業や多くの自治体が参加し、官民連携で取り

組むことが不可欠です」と語る。

　参加団体は、講座を提供するGoogleなどの「リ

スキリングパートナー」、受講者の職探しをサポー

トする就職支援会社などの「ジョブマッチングパー

トナー」、そして自治体を中心とした後援団体に大

別される。2023年1月には、人材難に悩むスター

トアップが、会員へ求人情報を提供できる「スター

トアップパートナー」というカテゴリも設けた。

　発足から1年で参加団体は195に上り、講座数も

約1100と、発足当時の4倍を超えた。うち約3割

が無料プログラムだ。内容はデジタルの基礎から、

AIやインターネットセキュリティの専門家を育成

するレベルまで幅広い。一定のスキルに達したと

認められる人に「認定証」を発行する講座もある。

 「認定証は採用側に対して、求職者のスキルを保

証する効果があります。認定証があれば職探しに

有利という流れを作ることで、受講のモチベーショ

日本リスキリングコンソーシアム

幅広い層のデジタルスキルを高め、
成長産業へのシフトを進めるため、
政府や地方自治体、企業は2022年、

「日本リスキリングコンソーシアム」を立ち上げた。
発足から1年で、会員数は7万人に上る。
これまでの取り組みと課題について聞いた。

官民連携で国全体をリスキリング
1年で7万人が会員に

日本リスキリングコンソーシアム
主幹事Google

シニアマーケティングマネジャー
日本商工会議所

デジタル化推進専門委員会特別委員

岡村有人氏

Text=有馬知子　Photo=日本リスキリングコンソーシアム提供
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の公募を行っており、三重大学はこの事業に応募

し、レディーメイド型プログラムが採択された。

　また、小林氏は、「地域の中小企業は人手不足に

恒常的に苦しみ、DXやICTに強い人を採用しよ

うとしてもすぐには採れないと聞きます。ですから、

人手不足の解消には今在籍している社員をリスキ

リングするのがいちばんの方策ではないか、そこを

大学として支援したいと、主に中小企業を対象に

したプログラムを組みました」と、受講対象の明

確化を意識したことを話す。

　2022年度のセンター設立初年度は、レディーメ

イド型プログラム「DXによる中小企業の事業再

構築・新事業創出を担える人材の育成プログラム」

をスタート。60時間で受講料を5万円に設定した。

地域の中小企業の就業者を対象に募集したところ

定員30人はすぐに埋まった。2023年度は、同プロ

グラム（20人募集、受講料8万円）に加えて、デー

タ取得・データ解析の内容を充実させた新プログラ

ム「地域の製造業の生産性向上・経営革新を担え

るDX推進人材の育成プログラム」（20人募集、受

講料10万円）を用意した。小林氏は「できるだけ

安価に設定したいものの、講師の人件費やプログ

ラム整備にかかる経費を考慮すると、受講料はこ

れでギリギリ。中小企業の皆さんが受講しやすく

なるように、今後、三重県などの助成を組み合わ

せていきたいと考えています」と話す。

多様な講師陣による 
多様な講座は大学ならでは

　センターでは人材育成プログラムをはじめとす

　三重大学がリカレント教育センターを設立した

のは、2022年4月。小林氏は「三重大学は以前か

ら『地方創生』に重きを置いてきましたが、その

ためには中小企業や自治体で働く人々のリカレン

ト教育が必須だという大学の判断があり、ワンス

トップでサービスを提供するセンターが設立され

ました」とその経緯を語る。

　地域の人々にどんなことを学んでもらうかを検討

する過程で最も重視したことは、企業や自治体の現

場のニーズとの合致だ。これまでも大学では社会人

に環境や防災関係の「レディーメイド型」プログラ

ムを提供してきたが、このほか受けたいと思う内容

の現場ニーズに対して大学から提供されるプログラ

ム内容が応えきれていないという課題があった。利

用者を増やすためにも、ニーズを踏まえたプログラ

ムをオーダーメイドで作る必要があった。

　また、経団連のアンケート調査などをもとに、企

業では情報系の教育の需要が高いと判断していた

ちょうどその時期に、文科省が、大学や専門学校

が労働局、企業など産業界と連携してリスキリン

グに向けたプログラムを実施することを狙いとした

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のた

めのリカレント教育推進事業」（2021年度補正予算）

三重大学
リカレント教育センター

三重大学が地域の中核となり、
中小企業や自治体向けに学びの場を提供する
取り組みが本格化している。
同大学リカレント教育センター、
センター長の小林一成氏、
副センター長の青木雅生氏に
立ち上げの経緯や現状を聞いた。

多様な地域の知を連携させ
大学が地域のリカレント教育の拠点に

Text=川口敦子　Photo=三重大学提供（39P）
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地域イノベーション学研究科の教員が講師を務め

るなど、学内の連携を最大限に生かしている。マー

ケティングなど多様な領域を学べる講座も、大学

ならではだ。また、同大学院で博士号を取得した

地元企業の社長がプログラム作成に加わるなど、

学外の優れた人材とも連携している。

学ぶ環境を作るため 
企業の意識、働き方を変える

　青木氏は「リカレント教育センターは立ち上がっ

て2年目で、我々自身もまだまだこれからという面

があります。今後は、興味を持ってもらっている企

業や自治体にオーダーメイドのプログラムを提供す

るなど活動を広げていきたいです」と力を込める。

　あわせてこれまで企業の相談を受けるなかで、

社員が外部で教育を受けるための制度整備が追い

ついていないところが多いこともわかってきた。「社

員が学ぶための時間を取れなかったり、社員がせっ

かく教育を受けても、労働時間外での自己研鑽扱

いとなってしまったり、得た知識が社内にどう還

元されるのかが不透明だったりすると、社員の意

欲がそがれることも想定されます。企業の意識や

人事制度、企業での働き方を変えない限りは、優

秀な人材を育てることは困難だという認識を広げ

ていくためにも、畑を耕すように、今後も学びの環

境づくりを進めていきたいと思います」（青木氏）

るリカレント教育センターの活動の周知にも努め

る。文科省採択事業のレディーメイド型プログラ

ムの運営にかかる地元の商工会議所や産業支援セ

ンター、三重県、地元企業が参画する大学の事業

実施委員会は、文科省や産業界に情報発信する重

要な機会だ。また、企業とつながりのある学生就

職支援部門も広報の貴重な窓口となっている。

 「学生の就職実績のある企業からは、我々の活動

への理解が得やすいという利点があります。就職

コーディネーターなどを通じてコンタクトを取り、

プログラムに関心を持ってくれた地元の企業を訪

問するようにしました」（青木氏）

　企業訪問は、プログラムの作成や改善にあたっ

てのニーズのヒアリングの機会ともなった。多くの

場合、深い関心を示したのは、自社のみでDXや

ICT分野の教育を社員に施すのが難しい中規模企

業だった。最先端のエンジニアの採用が難しい状

況で、まずDXやICTの教育を施してほしいとの

要望が非常に多かったという。「同時に感じたのは、

多様な分野を学べる大学への期待です。新規事業

の立ち上げの際には技術だけでなく、柔軟にもの

を考えられる視野の広い人材が必要になります。

デジタルやICTを学べる講座は民間を含めて既に

多く存在するだけに、大学にしかできないプログラ

ムとは何かを真剣に議論しました」（青木氏）

　デジタルスキルについては工学研究科の教員が、

目的に合った課題を設定して事業を推進するため

のプロジェクトマネジメント能力を高める時間では

副センター長（教授）

青木雅生氏

センター長（同大学副学長、教授）

小林一成氏

授業はオンラインと対面の両方がある。実
際に社会にあるデータを使って課題を抽出
し、解決法を議論する時間も設けた。実際
に顔を合わせて話し合うことが有効だった
といい、受講者からも「非常によい刺激に
なった」との感想が寄せられた。
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内に蓄積された知見のキャッチアップを意味します。

パーソル総合研究所の小林祐児氏が指摘するように、

その異動も「運次第」となると、学ぶ意味が見出せず、

社会人以降の日本人が「世界で最も学ばない」国民に

なるのは必然です。

　採用や登用において、専門的な知識やスキルを軽視

してきたという指摘もありました。どこの職場でもとり

あえずうまくやっていける「コミュ力」という漠然とし

たものがもてはやされてきたとSchoo執行役員CCO

の滝川麻衣子氏は分析し、教育学者の本田由紀氏は、

こうした曖昧な職務遂行能力がもてはやされるように

なった背景には高校段階の職業教育の軽視、高度経

済成長期の人手不足で頭数の確保が最優先されたと

いう時代的背景を挙げています。

　日本では長い間、新しい知識やスキルを「学ばなく

ていい」、学ばない環境が放置され、許容されてきた

わけです。長時間労働が常態化し、学ぶ時間すら取れ

ないという事情もあったでしょう。

　そもそも学ぶこと、学び続けることは一部の人以外

にとって「苦しい」ことです。だからこそ、学びにはコミュ

ニティ、学ぶ他者の存在が必要というポイントは、今

回の取材でも何人もが指摘していたことでした。

　そのなかで日本マイクロソフトの取り組みは多くの

企業の参考になると感じました。全社員にクラウドの

 「日本のリスキリングはシンガポールやアメリカの7年

遅れ」

　これは前号でリスキリング“先進国”としてシンガ

ポールに同行取材してくれたジャパン・リスキリング・

イニシアチブ代表の後藤宗明氏の言葉です。前号では

シンガポール政府が2015年から国家を挙げて進めて

きたリスキリング政策、SkillsFutureが国民の意識や

行動をどう変えているのか、企業の人材、育成施策と

国の政策はどのように連動しているのかなどを取材し

ました。日本がリスキリング“後進国”であることは認

識していたものの、後藤氏の「7年遅れ」という評価

には少なからずショックを受けました。

学びを阻害する日本の働き方
スキルと知識を軽視する評価　　　

　日本の「遅れ」には国の政策の遅れもありますが、

今号の取材から見えてきたのは日本独自の背景でし

た。終身雇用が前提であれば、学ぶこととは企業内の

異動によって新しい部署の仕事をOJTで学ぶ、自社

浜田敬子
（本誌編集長）

“トランスフォーム”と
“セーフティネット”を合言葉に
迷子から抜け出そう

まとめ
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からこそ、リスキリングの必要性を、経営や人事だけ

でなく従業員も巻き込んで徹底的に議論していました。

「雇用を守るため」に合意形成を手間暇を惜しまずやる

ことで、学ぶ必然性を浸透させていました。

　産業構造が大きく転換するときにこれまでのスキル

が陳腐化する、だからリスキリングとはよくいわ

れる議論ですが、企業の構造改革が進まず、新

しい成長産業も生まれず閉塞感が漂う日本に

とって、リスキリングはもしかしたら起死回

生の一手になっていたかもしれません。ほ

かの国に先んじてリスキリングを進めて

いれば、変革を担う人材が育成でき、成

長産業が生まれていた可能性もあります。

　もう1つ日本に欠けているのが、セーフ

ティネットの視点です。シンガポールでは

国が未来のスキルとしてデジタル、グリーン

とともにケアを推奨していますが、高齢化が進むなか

でケア人材が不足する危機感と、ケア領域に携わって

いる人たちのスキルへの敬意の表れでもあると感じま

した。

　ドイツでは移民や難民、また低賃金、低スキルの人

たちのリスキリングを行政やNPOが主導して進めてい

ました。いかにボトムの人たちの賃金を上げて経済的

に自立してもらうか。同時に世の中に必要とされる仕事

に就け、賃金も含めて正当に評価されるということは、

一人ひとりの生活の質を安定させ、人間の尊厳にもつ

ながってきます。リスキリングはセーフティネットであ

るという思想は、日本の政策にあるでしょうか。

　日本のリスキリング政策はまだ始まった

ばかりです。トランスフォーム一辺倒でな

く、セーフティネットとしての役割を果た

さなければ社会全体に浸透していくのは難

しいと思います。

基礎知識を学んでもらうために、基礎的な認定資格

取得という目標を設置。チーフラーニングオフィサー

（CLO）をはじめ、社内のラーニングチームはメールマ

ガジンで体験談を伝え、ステッカーやTシャツなどグッ

ズで学ぶ雰囲気を盛り上げるなど試行錯誤していまし

た。資格合格者を称賛する制度を導入したのもカル

チャーづくり、仲間づくりの重要性を伝えてくれます。

何より印象的だったのは、担当者の熱量でした。

　対談でリクルートワークス研究所の大嶋寧子が挙げ

ていた佐賀県の事例も、参加者が離脱しないよう、県

の担当者がコミュニティで細かいフォローをし続けて

いることが印象的でした。ドイツで取材したフォルク

スワーゲンでもスキルを言語化するために、育成担当

者と現場が徹底的に議論していました。

　人の意識や行動を変えるのですから当然といえば当

然ですが、リスキリングは手間暇がかかる。それが取

材で痛感したことです。自動化や機械化、一斉とは実

は程遠いのがリスキリングで、本気で進めるには経営

レベルの覚悟と精緻な戦略、そしてある程度の時間が

必要なのです。前述したように、そもそも日本では学

ぶことが習慣化していないのですからなおさら、トラ

イ＆エラーを繰り返し根気強く続けていくことが求め

られるでしょう。

忘れられがちな
セーフティネットという視点

　数カ月にわたり、海外と日本のリスキリングの実態

を取材してきて感じたのが、リスキリングにはトランス

フォームとセーフティネットの2つの側面が

あるということでした。

　ドイツのロバート・ボッシュの事例が顕著

ですが、自動車のEV化でエンジンからソ

フトウェアのビジネスに移行せざるを得ない


